
第 13 図 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の予備凝縮器通水接続口配置図（地上４階）
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第 14 図 精製建屋の蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（地下３階）（内部ループ通水による冷却） 

 

 



第 15 図 精製建屋の蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（地下２階）（内部ループ通水による冷却）

操作場所



 

 

第 16 図 精製建屋の蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（地下１階）（内部ループ通水による冷却） 

 

 



 

 
 

第 17 図 精製建屋の蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（地上１階）（内部ループ通水による冷却） 

 

 



 

 

 

第 18 図 精製建屋の蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（地上２階）（内部ループ通水による冷却） 

 

 



第 19 図 精製建屋の蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（地上３階）（内部ループ通水による冷却）



第 20 図 精製建屋の蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（地上４階）（内部ループ通水による冷却）



 

 

 

第 21 図 精製建屋の蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（地上５階）（内部ループ通水による冷却） 

 

 



 
 

第 22 図 精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地下１階）（貯水槽から機器への注水） 

 



 

 

第 23 図 精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上１階）（貯水槽から機器への注水） 



 

 

第 24 図 精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上２階）（貯水槽から機器への注水） 

 



第 25 図 精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上３階）（貯水槽から機器への注水）



 

 

第 26 図 精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上４階）（貯水槽から機器への注水） 

 



 

 

第 27 図 精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地下３階）（冷却コイル通水による冷却） 

 



 

 

第 28 図 精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地下２階）（冷却コイル通水による冷却） 

 



第 29 図 精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地下１階）（冷却コイル通水による冷却）



第 30 図 精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上１階）（冷却コイル通水による冷却）



第 31 図 精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地下２階）（放出低減対策）



 
 

第 32 図 精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地下１階）（放出低減対策） 



 

 

 

第 33 図 精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上１階）（放出低減対策） 

 



 

 

第 34 図 精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上２階）（放出低減対策） 



 

 

第 35 図 精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上３階）（放出低減対策） 



 

 

 

第 36 図 精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上４階）（放出低減対策） 



 

 

 

第 37 図 精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上５階）（放出低減対策） 



第38図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ａ系列及びＣ系列 第１接続口）（地下２階）

対象貯槽
接続口

（給水口及び
排水口）

プルトニウム濃縮液受槽

①

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

プルトニウム溶液受槽

②

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽

プルトニウム溶液一時貯槽

第１一時貯留処理槽

第２一時貯留処理槽

第３一時貯留処理槽

①

②

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第39図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ａ系列及びＣ系列 第１接続口）（地下１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第40図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）

（Ａ系列及びＣ系列 第１接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１
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①

対象貯槽
接続口

（給水口及び
排水口

プルトニウム濃縮液受槽

①

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

プルトニウム溶液受槽

②

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽

プルトニウム溶液一時貯槽

第１一時貯留処理槽

第２一時貯留処理槽

第３一時貯留処理槽

第41図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ａ系列及びＣ系列 第２接続口）（地下１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第42図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ａ系列及びＣ系列 第２接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１
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排水口
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プルトニウム溶液受槽

②
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第３一時貯留処理槽

①

②

第43図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ｂ系列及びＣ系列 第１接続口）（地下２階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第44図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ｂ系列及びＣ系列 第１接続口）（地下１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第45図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ｂ系列及びＣ系列 第１接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１
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対象貯槽
接続口

（給水口及び
排水口

プルトニウム濃縮液受槽

①

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

プルトニウム溶液受槽

②

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽

プルトニウム溶液一時貯槽
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第２一時貯留処理槽

第３一時貯留処理槽

第46図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ｂ系列及びＣ系列 第２接続口）（地下１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第47図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ｂ系列及びＣ系列 第２接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第48図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第49図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（地上２階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第50図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（地上３階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



①

第51図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（地上４階）

対象貯槽 接続口

プルトニウム濃縮液受槽

①

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

プルトニウム溶液受槽

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽

プルトニウム溶液一時貯槽

第１一時貯留処理槽

第２一時貯留処理槽

第３一時貯留処理槽

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第52図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第53図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（地上２階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第54図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（地上３階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



①

第55図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（地上４階）

対象貯槽 接続口

プルトニウム濃縮液受槽

①

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

プルトニウム溶液受槽

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽

プルトニウム溶液一時貯槽

第１一時貯留処理槽

第２一時貯留処理槽

第３一時貯留処理槽

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第55図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第３接続口）（地下１階）

対象貯槽 接続口

プルトニウム濃縮液受槽

①※１

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

プルトニウム溶液受槽

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽

プルトニウム溶液一時貯槽

第１一時貯留処理槽

第２一時貯留処理槽

第３一時貯留処理槽

※１水素爆発未然防止設備を共用する接続口①

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第56図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第３接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第57図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第４接続口）（地下１階）

①

対象貯槽 接続口

プルトニウム濃縮液受槽

①※１

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

プルトニウム溶液受槽

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽

プルトニウム溶液一時貯槽

第１一時貯留処理槽

第２一時貯留処理槽

第３一時貯留処理槽

※１水素爆発未然防止設備を共用する接続口

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第58図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第４接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第59図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（冷却コイル通水）
（Ａ系列およびＣ系列第１接続口）（地下２階）

対象貯槽
接続口

（給水口及び
排水口）

第３一時貯留処理槽 ①

プルトニウム溶液受槽 ②

プルトニウム濃縮缶供給槽 ③

①

② ③

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第60図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（冷却コイル通水）
（Ａ系列およびＣ系列第１接続口）（地下１階）

①

② ③

④

対象貯槽
接続口

（給水口及び
排水口）

第１一時貯留処理槽
①

第２一時貯留処理槽

プルトニウム溶液一時受槽 ②

油水分離槽 ③

プルトニウム濃縮液受槽

④

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第61図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（冷却コイル通水）
（Ａ系列およびＣ系列第１接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第62図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（冷却コイル通水）
（Ｂ系列およびＣ系列第１接続口）（地下２階）

対象貯槽
接続口

（給水口及び
排水口）

第３一時貯留処理槽 ①

プルトニウム溶液受槽 ②

プルトニウム濃縮缶供給槽 ③

①

② ③

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第63図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（冷却コイル通水）

（Ｂ系列およびＣ系列第１接続口）（地下１階）

①

② ③

④

対象貯槽
接続口

（給水口及び
排水口）

第１一時貯留処理槽
①

第２一時貯留処理槽

プルトニウム溶液一時受槽 ②

油水分離槽 ③

プルトニウム濃縮液受槽

④

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第64図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（冷却コイル通水）
（Ｂ系列およびＣ系列第１接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第65図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（冷却コイル通水）
（Ａ系列およびＣ系列第２接続口）（地下３階）

対象貯槽
接続口

（給水口及び
排水口）

第３一時貯留処理槽 ①

プルトニウム溶液受槽 ②

プルトニウム濃縮缶供給槽 ③

①

② ③

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第66図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（冷却コイル通水）
（Ａ系列およびＣ系列第２接続口）（地下２階）

①

② ③

対象貯槽
接続口

（給水口及び
排水口）

第１一時貯留処理槽
①

第２一時貯留処理槽

プルトニウム溶液一時受槽 ②

油水分離槽 ③

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第67図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（冷却コイル通水）
（Ａ系列およびＣ系列第２接続口）（地下１階）

①

対象貯槽
接続口

（給水口及び
排水口）

プルトニウム濃縮液受槽

①

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第68図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（冷却コイル通水）
（Ａ系列およびＣ系列第２接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第69図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（冷却コイル通水）
（Ｂ系列およびＣ系列第２接続口）（地下３階）

対象貯槽
接続口

（給水口及び
排水口）

第３一時貯留処理槽 ①

プルトニウム溶液受槽 ②

プルトニウム濃縮缶供給槽 ③

①

② ③

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第70図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（冷却コイル通水）
（Ｂ系列およびＣ系列第２接続口）（地下２階）

①

② ③

対象貯槽
接続口

（給水口及び
排水口）

第１一時貯留処理槽
①

第２一時貯留処理槽

プルトニウム溶液一時受槽 ②

油水分離槽 ③

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第71図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（冷却コイル通水）
（Ｂ系列およびＣ系列第２接続口）（地下１階）

①

対象貯槽
接続口

（給水口及び
排水口）

プルトニウム濃縮液受槽

①

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第72図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（冷却コイル通水）
（Ｂ系列およびＣ系列第２接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第73図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
異常な水準の放出防止対策の建屋内ホース敷設ルート（凝縮器への通水）
（第１接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１

設計進捗に伴い変更となる可能性がある



①

対象機器
接続口

（給水口及び
排水口）

凝縮器 ①

第74図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
異常な水準の放出防止対策の建屋内ホース敷設ルート（凝縮器への通水）
（第１接続口）（地上２階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１

設計進捗に伴い変更となる可能性がある



第75図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
異常な水準の放出防止対策の建屋内ホース敷設ルート（凝縮器への通水）
（第２接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１

設計進捗に伴い変更となる可能性がある



①

対象機器
接続口

（給水口及び
排水口）

凝縮器 ①

第76図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
異常な水準の放出防止対策の建屋内ホース敷設ルート（凝縮器への通水）

（第２接続口）（南１ルート）（地上２階）

設計進捗に伴い変更となる可能性がある

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１



第77図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
異常な水準の放出防止対策の可搬型ダクト敷設ルート
（南１ルート及び南２ルート）（地上４階）

①

②

対象機器 接続箇所

－ ①及び②

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート



第78図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機からの給電に係る精製建屋内
可搬型電源ケーブル敷設ルート（第１接続口及び第２接続口）（地上１階）

対象機器 接続口

－ ①または②

①

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１

②



第79図　可搬型電源ケーブル敷設ルート　屋外（第１接続口及び第２接続口）



第80図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地下３階）



第81図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地下２階）



第82図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地下１階）



第83図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地上１階）



第84図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地上２階）



第85図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地上３階）



第86図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地上４階）



第87図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地上５階）



第88図 溢水ハザードマップ 精製建屋（屋上階）



第89図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地下３階）



第90図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地下２階）



第91図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地下１階）



第92図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地上１階）



第93図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地上２階）



第94図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地上３階）



第95図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地上４階）



第96図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地上５階）



第97図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（屋上階）



第98図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地下３階）



第99図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地下２階）



第100図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地下１階）



第101図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地上１階）



第102図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地上２階）



第103図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地上３階）



第104図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地上４階）



第105図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地上５階）



第106図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（屋上階）



第107図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地下３階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所



第108図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地下２階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所



第109図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地下１階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所



第110図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所



第111図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地上２階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所



第112図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地上３階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所



第113図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地上４階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所



第114図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地上５階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所



第115図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（屋上階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所
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11. 使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止に係る対処
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11.使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止に係る対処

(１ ) 想定事故１の特徴

使用済燃料が仮置き又は貯蔵される燃料貯蔵プール等 ※ １

のプール水冷却系 ※ ２ 又は安全冷却水系 ※ ３ の冷却機能の喪

失により，水の温度が上昇し沸騰を開始する。また，補給水

設備 ※ ４ による燃料貯蔵プール等の水の補給に失敗すると，

蒸発により燃料貯蔵プール等の水が減少し燃料貯蔵プール

等の水位が緩慢に低下する。燃料貯蔵プール等の注水機能の

回復が行われないと，やがて使用済燃料は露出し，損傷に至

る。  

※１：使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料

の受入れ施設の使用済燃料受入れ設備の燃料仮置き

ピット並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

の使用済燃料の貯蔵施設の使用済燃料貯蔵設備の燃

料貯蔵プール及び燃料送出しピット  

※２：使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料

の貯蔵施設の使用済燃料貯蔵設備のプール水浄化・冷

却設備のプール水冷却系  

※３：その他再処理設備の附属施設の冷却水設備の安全冷

却水系（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用）

※４：使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料

の貯蔵施設の使用済燃料貯蔵設備の補給水設備

このため，重大事故等対策の有効性評価には，燃料貯蔵プ

ール等の注水機能に対する重大事故等対処設備に期待する

ことが考えられる。想定事故１における燃料貯蔵プール等の
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沸騰に至るまでの時間は，約 39時間である。

したがって，想定事故１では，再処理施設位置，構造及び

設備の基準に関する規則の第二十八条及び第三十八条に規

定される要求に対して，整備した可搬型中型移送ポンプによ

る代替注水（以下「代替補給水設備（注水）」という。）に

より燃料貯蔵プール等へ注水 し水位を維持することによっ

て，燃料の損傷防止を図る。  

11 - 2



(２ ) 想定事故２の特徴

燃料貯蔵プール等に接続するプール水冷却系の配管の破

断によるサイフォン効果又は地震によるスロッシングによ

り燃料貯蔵プール等の水の小規模な漏えいが発生し，燃料貯

蔵プール等の水位が低下するとともに，補給水設備の注水機

能が喪失することを想定する。その後もプール水の補給が行

われないと，やがて使用済燃料は露出し，損傷に至る。  

このため，重大事故等対策の有効性評価には，サイフォン

効果による燃料貯蔵プール等の水の漏えいを停止するため，

プール水冷却系配管に設置するサイフォン  ブレーカ及び燃

料貯蔵プール等の注水機能に対する重大事故等対処設備に

期待することが考えられる。想定事故２における燃料貯蔵プ

ール等の沸騰に至るまでの時間は，約 36時間である。

したがって，想定事故２では，サイフォン  ブレーカ又は

スロッシングによる漏えいの停止後，再処理施設の位置，構

造及び設備の基準に関する規則の第二十八条及び第三十八

条に規定される要求に対して，整備した代替補給水設備（注

水）により燃料貯蔵プール等へ注水することによって，燃料

の損傷防止を図る。  
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(３ ) 想定事故１及び想定事故２への対処の基本方針

想定事故１及び想定事故２への対処として，再処理施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則の第二十八条及び第

三十八条に規定される要求を満足する想定事故１及び想定

事故２への対処のための措置を整備する。

想定事故１への対処として，冷却機能及び注水機能の喪失

により燃料損傷に至る事故を防止するために必要な対策を

整備する。

また，想定事故２への対処として，燃料貯蔵プール等から

の水の小規模な漏えいの発生により燃料損傷に至る事故を

防止するために必要な対策を整備する。

なお，上記事故へ対処する範囲は，使用済燃料が貯蔵され

る燃料貯蔵プールであるが，使用済燃料を仮置きすることが

できる燃料仮置きピット及び送出しピットも対象とする。

各対策の概要図を第 11－１図に示す。また基本方針の詳細

を以下に示す。各対策の基本方針の詳細を下記ａ．及びｂ．

に示す。  

ａ．想定事故１のための措置

燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能の喪失により

燃料損傷に至る事故を防止するため，燃料貯蔵プール等に注

水し，水位を維持する。本対策は，燃料貯蔵プール等が沸騰

に至る前までに対策を完了させる。  

ｂ．想定事故２のための措置

燃料貯蔵プール等からの水の小規模な漏えいの発生によ

り燃料損傷に至る事故を防止するため，燃料貯蔵プール等の
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水の漏えいを停止し，燃料貯蔵プール等に注水し水位を回復

し維持する。本対策は，燃料貯蔵プール等が沸騰に至る前ま

でに対策を完了させる。  
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11.1 想定事故１のための措置  

11.1.1 想定事故１のための措置の具体的対策  

  想定事故１における燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水

機能の喪失に対して，燃料貯蔵プール等内の使用済燃料の損傷

を防止するため，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，

可搬型建屋内ホース等を敷設し，可搬型建屋外ホース及び可搬

型中型移送ポンプを接続し，貯水槽から建屋へ水を供給するた

めの経路を構築する。  

  また，燃料貯蔵プール等の状態監視のための手段を整備する。 

  さらに，代替監視設備の設置後，使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋内の環境が悪化した場合に線量率の測定及び燃料貯蔵プー

ル等の状態監視を継続できるよう，空冷設備を設置する。  

  対策の系統概要図を第 11－１図に，重大事故等への対処の

手順の概要を第 11.1.1－１図に示す。また，重大事故等への

対処における手順と設備の関係を第 11.1.1－１表に，必要な

実施組織要員及び作業項目を第 11.1.1－２図及び 11.1.1－３

図に示す。対処に必要な設備を第 11.1.1－２表に示す。  

 ａ．燃料損傷防止対策の実施判断  

   燃料貯蔵プール等のプール水冷却系又は安全冷却水系の

冷却機能若しくは補給水設備の注水機能が喪失した場合，燃

料損傷防止対策の実施を判断する。  

   燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能の喪失を確認

するための計装設備は，燃料貯蔵プール水位，燃料貯蔵プー

ル水温度等である。  

 ｂ．建屋外の水供給経路の構築  
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燃料貯蔵プール等へ水を供給するために，可搬型中型移送

ポンプを設置し，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポ

ンプを接続し，貯水槽から燃料貯蔵プール等へ水を供給する

ための経路を構築する。  

ｃ．燃料損傷防止対策の準備

燃料貯蔵プール等の状態監視は安全系監視制御盤で実施

するが，全交流動力電源が喪失している場合には，代替監視

設備及び可搬型発電機を準備する。代替監視設備及び可搬型

発電機を設置するまでの間，燃料貯蔵プール等の状態につい

て携行型の代替監視設備にて実施組織要員による監視を行

う。  

【補足説明資料 11－ 10】

また，可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型建屋外ホース

へ可搬型代替注水設備流量計を設置する。可搬型建屋外の水

供給経路の構築が完了した後，可搬型建屋外ホース及び可搬

型建屋内ホースを接続する。  

なお，水温上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の温

度が上昇した場合においても，線量率の測定及び燃料貯蔵プ

ール等の状態監視が継続できるよう，空冷設備を設置する。 

ｄ．代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

の実施判断

代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

準備が完了後，燃料貯蔵プール等への注水の実施を判断し，

以下のｅ．へ移行する。  

11 - 7



ｅ．代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

の実施

可搬型中型移送ポンプにより貯水槽から燃料貯蔵プール

等へ注水する。注水流量は，可搬型代替注水設備流量計にて

確認する。燃料貯蔵プール等の水位は通常水位を目安に注水

し，通常水位到達後は，可搬型中型移送ポンプの間欠運転又

は流量調整により通常水位を目安に水位を確保する。  

代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

に必要な監視項目は，注水流量及び燃料貯蔵プール等の水位

である。  

ｆ．代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

の成功判断

燃料貯蔵プール等の水位を確認することにより，放射線の

遮蔽が維持される水位が確保されていること，また，プール

水の蒸発量 10ｍ ３ ／ｈ以上で注水され，通常水位が維持され

ていることを確認する。なお，放射線の遮蔽が維持される水

位が確保されることにより，燃料有効長頂部は冠水する。  

代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

の成功判断に必要な監視項目は，燃料貯蔵プール等の水位及

び代替補給水設備（注水）による注水量である。

ｇ．代替監視設備及び空冷設備の設置  

代替監視設備の設置完了後，可搬型発電機を起動して代替

監視設備の起動状態を確認する。  
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   また，空冷設備の設置完了後，可搬型空冷ユニット空気圧

縮機を起動して，空冷設備により冷却空気が供給されている

ことを確認する。  
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11.1.2 想定事故１のための措置の有効性評価  

 (１ ) 有効性評価の方法  

   想定事故１では，燃料貯蔵プール等の冷却機能の喪失によ

り燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇し，注水機能の喪失に

より燃料貯蔵プール等への注水に失敗 して蒸発により水位

が低下した場合において，比熱を用いた比較的簡便な計算に

より，燃料貯蔵プール等の水の沸騰までの時間を評価し，沸

騰に至る前までに代替補給水設備（注水）による注水を完了

させ，燃料有効長頂部を冠水できること及び放射線を遮蔽で

きる水位を確保できることを評価する。これらは，解析コー

ドを用いずに評価する。また，未臨界を維持できることを評

価する。  
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(２ ) 有効性評価の条件

想定事故１の有効性評価条件について第 11.1.2－１表に

示す。主要な評価条件を以下に示す。

ａ．事故条件  

(ａ ) 起因事象  

想定事故１の前提となる設計上定める条件より厳しい条

件は，外部事象の「地震」及び「火山」，内部事象の「動的

機器の多重故障」及び「長時間の全交流動力電源の喪失」で

ある。  

これらの条件において，プール水冷却系及び安全冷却水系

の冷却機能並びに補給水設備の注水機能の喪失，重大事故等

への対処の種類及び重大事故等への対処時の想定される作

業環境の苛酷さを考慮すると，概ね「地震」を条件とした場

合が厳しい結果を与える。ただし，「地震」を条件とした場

合は同時にスロッシング及びサイフォン効果が発生し「プー

ル水の保持機能」も喪失することから，これは想定事故２に

おいて発生を想定する。

このため，想定事故１では冷却機能及び注水機能が喪失す

る範囲及び環境条件を踏まえた対処内容を考慮し，火山起因

事象を選定する。  

(ｂ ) 安全機能の喪失に対する仮定

設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「火

山」を条件とした場合の安全機能の喪失の想定は，外部電源

の喪失に加えて，屋外の動的機器である安全冷却水系の冷却

塔に対して機能喪失を想定しており，また非常用ディーゼル
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発電機が，降下火砕物によりフィルタが目詰まりすること等

による機能喪失も想定していることから，更なる安全機能の

喪失は想定しない。  

 ｂ．重大事故等への対処に関連する機器条件  

   想定事故１への措置に使用する機器を第 11.1.1－２表に

示す。また，主要な機器の条件を以下に示す。  

 (ａ ) 可搬型中型移送ポンプ  

   可搬型中型移送ポンプは，１台当たり 240ｍ ３ ／ｈの容量

を有し，想定事故１において燃料貯蔵プール等への注水に１

台を使用し，燃料貯蔵プール等の水位を維持するために必要

な水量として，燃料貯蔵プール等からの蒸発量である約 10

ｍ ３ ／ｈを上回る，最大約 160ｍ ３ ／ｈを供給できるものとし

て，有効性を評価する。  

 ｃ．重大事故等への対処に関連する操作条件  

   燃料貯蔵プール等への代替補給水設備（注水）の設置及び

注水は，冷却機能及び注水機能の喪失から燃料貯蔵プール等

が沸騰に至る前までに開始し，21時間 30分後から注水を開始

できるものとする。想定事故１の作業と所要時間を第 11.1.1

－２図に示す。  

 ｄ．評価条件  

 (ａ ) 燃料貯蔵プール等の初期水位及び初期水温  

   燃料貯蔵プール等の初期水位は，管理上の水位の変動範囲

でも厳しい水位低警報設定値である、通常水位－ 0.05ｍとし，

保有水量を厳しく見積もるため、使用済燃料やラックの体積

を除くとともに、燃料貯蔵プール等で、万一、水の漏えいが
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発生した場合に、他の健全なプール、ピットと隔離して保修

を行うことができるように設置しているピットゲート及び

プールゲートは、閉めた状態を考慮した保有水量とする。ま

た，初期温度は、運転上許容される上限の 65℃とする。  

 (ｂ ) 崩壊熱量  

   燃料貯蔵プール等の崩壊熱量は，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ

燃料用），燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プ

ール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）の各燃料貯蔵プールに

対して，冷却期間４年及び冷却期間 12年の使用済燃料集合体

の貯蔵量を崩壊熱量が最も高くなるように設定し，各燃料貯

蔵プールの沸騰時間を算出した上で，沸騰時間が最も短くな

る崩壊熱量として，燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）での約

2,450ｋＷを設定する。なお，崩壊熱による保有水の蒸発量

は約 10ｍ ３ ／ｈである。  
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 (３ ) 有効性評価の判断基準  

   想定事故１の有効性評価の判断基準は以下のとおりとす

る。  

   燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能が喪失した場

合でも，代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等へ

の注水手段を確保することによって，燃料有効長頂部を冠水

できること及び放射線を遮蔽できる水位 ※ １ を確保できるこ

と。また，未臨界を維持できること。  

   ※１：重大事故時の対処においては，作業時における被ば

く線量として，１作業当たり 10ｍＳｖを目安として管

理することとしている。燃料損傷防止対策の対処にお

いては，１作業当たり１時間 30分とし，２班体制にて

作業を実施する計画である。  

     このため，作業時において放射線の遮蔽が維持される

水位の設定では， 6.7ｍＳｖ／ｈ（＝ 10ｍＳｖ／ 1.5

ｈ）の被ばくを想定し，このときの水位として通常水

位から約 5.0ｍ下の位置としている。  

【補足説明資料 11－７】  

   上記の確認にあたっては，沸騰に至るまでの時間を有効性

評価の評価項目として設定し，沸騰開始前までに燃料貯蔵プ

ール等への注水の準備が完了でき実施できること，燃料貯蔵

プール等の蒸発量を上回る注水量を供給できること，燃料貯

蔵プール等への注水の準備に必要な要員が確保されている

こと，燃料貯蔵プール等への注水に必要な水源が確保されて

いること，注水による燃料貯蔵プール等の水位の維持に必要
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な資源が確保されていることを確認する。
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 (４ ) 有効性評価の結果  

   事象発生後，燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能の

喪失に伴い，燃料貯蔵プール等の水の温度が徐々に上昇し，

第 11.1.2－１図に示すとおり約 39時間で 100℃に到達し，燃

料貯蔵プール等の水位は緩慢に低下する。重大事故等の発生

を検知し，代替補給水設備（注水）による注水は，事象発生

から 53名にて 21時間 30分後であり，このときの燃料貯蔵プー

ル等の水温は約 85℃となることから燃料貯蔵プール等の水

位低下はほとんどなく，沸騰までの時間である約 39時間より

も前に代替補給水設備（注水）による注水が可能であること

から，十分な時間余裕がある。また，燃料貯蔵プール等内の

使用済燃料の崩壊熱による燃料貯蔵プール等からの水の蒸

発量である約 10ｍ ３ ／ｈを上回る最大約 160ｍ ３ ／ｈの容量

の可搬型中型移送ポンプによる代替補給水設備（注水）を配

備していることから，燃料貯蔵プール等の水位を維持するこ

とができる。想定事故１における燃料貯蔵プール等の水位の

推移を第 11.1.2－２図に示す。また，水位と線量率の関係に

ついて第 11.1.2－３図に示す。  

【補足説明資料 11－４， 11－８】  

   使用済燃料は燃料貯蔵プール等のステンレス鋼製ラック

に仮置き・貯蔵されており，水温が変化した場合やプール水

が沸騰し，水密度が低下した場合においても，燃料貯蔵プー

ル等の未臨界を維持できる。  

【補足説明資料 11－９】  

   以上から，事象発生 21時間 30分後から代替補給水設備（注
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水）による注水が実施でき，燃料貯蔵プール等の水位維持に

おいては，通常水位を目安に注水し，通常水位到達後は，可

搬型中型移送ポンプの間欠運転又は流量調整により通常水

位を目安に水位を確保することで，安定状態を維持できる。 
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 (５ ) 評価条件の不確かさの影響評価  

 ａ．実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響  

   想定事故１における実施組織要員の操作の時間余裕であ

る沸騰に至るまでの時間に与える影響を以下のとおり評価

し，影響がないことを確認した。  

 (ａ ) 外部電源の考慮の観点  

   燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能が喪失した後

のプール水が沸騰に至るまでの時間は，外部電源の有無によ

らず同じである。このため，実施組織要員の操作の時間余裕

に与える影響はない。  

 (ｂ ) 崩壊熱量の観点  

   燃料貯蔵プール等のプール水の沸騰に至るまでの時間余

裕を算出するに当たって，物性値の変動や初期条件の変動が

影響を与えると考えられるものの，時間余裕の算出は，より

厳しい結果を与えるように，燃料貯蔵プールに設定する崩壊

熱量は冷却期間４年及び 12年の使用済燃料を貯蔵した場合

の最大値を設定した上で，燃料貯蔵プールからの放熱は考慮

せず断熱評価を実施している。このため，実施組織要員の操

作の時間余裕に与える影響はない。  

 (ｃ ) 初期水温の観点  

   評価条件として設定している初期水温は，設計上想定され

る最大値を採用している。実際の運転時には，評価条件で設

定している初期水温より低くなり，沸騰に至るまでの時間は

延びることになる。このため，実施組織要員の操作の時間余

裕に与える影響はない。  
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(ｄ ) 初期水位の観点

評価条件として設定している初期水位は，水位低警報値を

採用している。実際の運転時には，評価条件で設定している

初期水位よりも高い水位となり，保有水量が多くなることに

より，沸騰に至るまでの時間は延びることになる。このため，

実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響はない。  

(ｅ ) 実施組織要員の操作の観点

「認知」，「要員配置」，「移動」，「操作時間」，「他

の並列操作有無」及び「操作の確実さ」が実施組織要員の操

作の時間余裕に与える影響を考慮し，対処の制限時間である

沸騰に至るまでの時間に対して，重大事故等対策の実施に必

要な準備作業を２時間前までに完了できるよう計画するこ

とで，これら要因による影響を低減している。  

また，作業計画の整備は，作業項目ごとに余裕を確保して

整備しており，実際の重大事故等への対処では，より早く作

業を完了することができる。さらに，代替補給水設備（注水）

による注水は，想定事故１の燃料貯蔵プール等の沸騰時間で

ある約 39時間に対し，事象発生から 21時間 30分後までに作業

が完了でき，十分な時間余裕が確保されている。また，可搬

型重大事故等対処設備の偶発的な単一故障を仮定した場合

であっても，予備の可搬型重大事故等対処設備への交換を２

時間以内に実施できることから，燃料貯蔵プール等が沸騰に

至る前までに重大事故等対策を実施することができる。  

(ｆ ) 作業環境の観点

沸騰開始までに室温が上昇するものの，作業に影響がある
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温度の上昇はなく，想定事故１の対処は燃料貯蔵プール等が

沸騰に至る前までに実施することから，作業環境が実施組織

要員の操作の時間余裕に影響を与えることはない。  

 ｂ．評価項目に与える影響  

   沸騰に至るまでの時間に与える影響は，「ａ．実施組織要

員の操作の時間余裕に与える影響」に記載したとおりである。 

 ｃ．評価結果  

   評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，実施組織要

員の操作の時間余裕に与える影響及び評価項目に与える影

響を確認した。評価条件の不確かさが，実施組織要員の操作

の時間余裕に与える影響及び沸騰時間の算出においては，よ

り厳しい結果を与える条件で評価をしており，また，崩壊熱

量，初期水温及び初期水位の不確かさを考慮した場合，燃料

貯蔵プール等が沸騰に至るまでの時間余裕が延びることと

なり，燃料貯蔵プール等の水位低下はほとんどないことから，

より余裕が確保される方向へ変動することを確認した。また，

偶発的な単一故障の想定及び作業環境の変化が実施組織要

員の操作の時間余裕及び評価項目に影響を与える可能性が

あるものの，余裕を持って整備した作業計画の内数の変動に

収まることを確認した。  
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(６ ) 必要な要員及び資源の評価

想定事故１のための措置に必要な要員及び資源は， 11.3

に示す。また，要員及び資源の有効性評価については，他の

同時に又は連鎖して発生する事象の影響を考慮する必要が

あるため，「 13.重大事故が同時に又は連鎖して発生した場

合の対処」において示す。  
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(７ ) 判断基準への適合性の検討

 想定事故１への対処として，代替補給水設備（注水）によ

る燃料貯蔵プール等への注水手段を整備しており，本対策に

ついて設計上定める条件より厳しい条件における外部 事象

の「火山」を条件として有効性評価を行った。  

燃料貯蔵プール等への注水は，沸騰開始前までに燃料貯蔵

プール等への注水の準備を完了し，沸騰開始前に燃料貯蔵プ

ール等へ注水することで，燃料貯蔵プール等の水位を維持で

きる。  

評価条件の不確かさについて確認した結果，実施組織要員

の操作の時間余裕に与える影響 及び評価項目に与える影響

はないことを確認した。  

以上のことから，代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵

プール等への注水により，放射線を遮蔽できる水位を確保し，

燃料有効長頂部を冠水できる。また，燃料貯蔵プール等の水

温が変化した場合やプール水が沸騰し，水密度が低下した場

合においても，燃料貯蔵プール等の未臨界を維持できる。

以上より，「 (３ ) 有効性評価の判断基準」を満足する。
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11.2 想定事故２のための措置  

11.2.1 想定事故２のための措置の具体的対策

  想定事故２における小規模漏えいに対して，燃料貯蔵プール

等内の使用済燃料の損傷を防止するため，可搬型中型移送ポン

プ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を敷設し，可

搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポンプを接続し，貯水槽

から建屋へ水を供給するための経路を構築する。  

  また，燃料貯蔵プール等の状態監視のための手段を整備する。 

  さらに，代替監視設備の設置後，使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋内の環境が悪化した場合に線量率の測定及び燃料貯蔵プー

ル等の状態監視を継続できるよう，空冷設備を設置する。

対策の系統概要図を第 11－１図に，重大事故等への対処の

手順の概要を第 11.2.1－１図に示す。また，重大事故等への

対処における手順と設備の関係を第 11.2.1－１表に，必要な

実施組織要員及び作業項目を第 11.2.1－２図及び第 11.2.1－

３図に示す。対処に必要な設備を第 11.1.1－２表に示す。  

ａ．燃料損傷防止対策の実施判断  

燃料貯蔵プール等に接続するプール水冷却系の配管の破

断によるサイフォン効果又はスロッシングにより燃料貯蔵

プール等の水の小規模な漏えいの発生により水位が低下し，

プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並びに補給水

設備の注水機能が喪失した場合，燃料損傷防止対策の実施を

判断する。  
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   燃料貯蔵プール等の水の小規模な漏えい並びに冷却機能

及び注水機能の喪失を確認するための計装設備は，燃料貯蔵

プール水位，燃料貯蔵プール水温度等である。  

 ｂ．建屋外の水供給経路の構築  

   燃料貯蔵プール等へ水を供給するために，可搬型中型移送

ポンプを設置し，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポ

ンプを接続し，貯水槽から燃料貯蔵プール等へ水を供給する

ための経路を構築する。  

 ｃ．燃料損傷防止対策の準備  

   燃料貯蔵プール等の状態監視は安全系監視制御盤で実施

するが，全交流動力電源が喪失している場合には，燃料貯蔵

プール等の状態監視のため，代替監視設備を準備する。代替

監視設備を設置するまでの間，燃料貯蔵プール等の状態につ

いて携行型の代替監視設備にて実施組織要員による監視を

行う。  

【補足説明資料 11－ 10】  

   また，可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型建屋内ホース

へ可搬型代替注水設備流量計を設置する。可搬型建屋外の水

供給経路の構築が完了した後，可搬型建屋外ホース及び可搬

型建屋内ホースを接続する。  

   なお，水温上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の温

度が上昇した場合においても，線量率の測定及び燃料貯蔵プ

ール等の状態監視が継続できるよう，空冷設備を設置する。 

 ｄ．代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

の実施  
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可搬型中型移送ポンプにより貯水槽から燃料貯蔵プール

等へ注水する。注水流量は，可搬型代替注水設備流量計にて

確認する。燃料貯蔵プール等の水位は，以下の水位を目安に

注水を実施する。  

スロッシングによる小規模漏えいを想定した場合，通常水

位を目安に注水し，水位を回復し維持する。

プール水冷却系配管の吸込み側の破断による小規模漏え

いを想定した場合，配管が接続する越流せき以上の水位を確

保することができないことから，越流せき上端である通常水

位－ 0.40ｍを目安に注水し，水位を回復し維持する。  

プール水冷却系配管の吐出し側の破断を想定した場合，サ

イフォン効果による小規模漏えいが発生し，プール水の漏え

いはサイフォン  ブレーカ位置において停止する。その後，

水位は通常水位まで回復できることから，通常水位を目安に

注水し，水位を回復し維持する。  

目安とする水位への到達後は，可搬型中型移送ポンプの間

欠運転又は流量調整により通常水位を目安に水位を確保す

る。  

代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

に必要な監視項目は，注水流量及び燃料貯蔵プール等の水位

である。  

ｅ．代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

の成功判断

燃料貯蔵プール等の水位が，目安とする水位を維持するこ

とにより，放射線の遮蔽が維持される水位が確保される。な
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お，放射線の遮蔽が維持される水位が確保されることにより，

燃料有効長頂部は冠水する。  

   代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

の成功判断に必要な監視項目は，燃料貯蔵プール等の水位及

び代替補給水設備（注水）による注水量である。  

 ｆ．代替監視設備及び空冷設備の設置  

   代替監視設備の設置完了後，可搬型発電機を起動して代替

監視設備の起動状態を確認する。  

   また，空冷設備の設置完了後，可搬型空冷ユニット空気圧

縮機を起動して，空冷設備により冷却空気が供給されている

ことを確認する。   
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11.2.2 想定事故２に対する有効性評価

(１ ) 有効性評価の方法

想定事故２では，燃料貯蔵プール等に接続するプール水冷

却系の配管の破断によるサイフォン効果又はスロッシング

により燃料貯蔵プール等の水の小規模な漏えいが発生し，燃

料貯蔵プール等の水位が低下した場合において，比熱を用い

た比較的簡便な計算により，燃料貯蔵プール等の水の沸騰ま

での時間を評価し，沸騰に至る前までに代替補給水設備（注

水）による注水を完了させ，燃料有効長頂部を冠水できるこ

と及び放射線を遮蔽できる水位を確保できることを評価す

る。これらは，解析コードを用いずに評価する。また，未臨

界を維持できることを評価する。  
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 (２ ) 有効性評価の条件  

   想定事故２の有効性評価条件について第 11.2.2－１表に

示す。主要な評価条件を以下に示す。  

 ａ．事故条件  

 (ａ ) 起因事象  

   想定事故２は燃料貯蔵プール等の水の小規模な漏えいが

発生し，水位が低下することが事故条件である。このため，

有効性評価の前提となる設計上定める条件より厳しい条件

は，サイフォン効果及びスロッシングにより燃料貯蔵プール

等の水の小規模な漏えいが発生する「地震」を条件とする。 

   さらに，「地震」を条件としていることから，基準地震動

の 1.2 倍の地震動を入力した場合においても必要な機能を

損なわない設計とした設備以外の設備は全て機能喪失する

ため，プール水冷却系，安全冷却水系及び補給水設備を構成

する動的機器及び静的機器が全て損傷することによって，燃

料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能が喪失することを

仮定する。  

 (ｂ ) 安全機能の喪失に対する仮定  

   設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「地

震」を条件とした場合の安全機能の喪失の想定は，基準地震

動の 1.2 倍の地震動を入力した場合においても必要な機能

を損なわない設計とした設備以外の設備は全て機能喪失す

ることから，プール水冷却系，安全冷却水系，補給水設備及

び非常用ディーゼル発電機の動的機能が喪失するものとす

る。  
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 (ｂ ) 小規模漏えいの仮定  

   燃料貯蔵プール等の水の小規模な漏えいは、プール水冷却

系の配管の破断によるサイフォン効果及び燃料貯蔵プール

等からのスロッシングによる溢水が同時に発生したことを

仮定し、通常水位からサイフォン  ブレーカ孔位置まで瞬時

に燃料貯蔵プール等の水が漏えいし、評価により求めたスロ

ッシングによる溢水が収束する水位である ，通常水位から

0.60ｍ下の位置で停止するものとする。なお，スロッシング

による溢水量の評価では，燃料貯蔵プール等の周辺に設置す

る止水板及び蓋のうち，止水板のみスロッシングによる溢水

の抑制効果を考慮する。  

【補足説明資料 11－５，６】  

 ｂ．  重大事故等への対処に関連する機器条件  

   想定事故２への措置に使用する機器を第 11.1.1－２表に

示す。また，主要な機器の機器条件を以下に示す。  

 (ａ ) 可搬型中型移送ポンプ  

   可搬型中型移送ポンプは，１台当たり 240ｍ ３ ／ｈの容量

を有し，想定事故２において燃料貯蔵プール等への注水の実

施に対して１台を使用し，燃料貯蔵プール等の水位を回復し

維持するために必要な水量として，燃料貯蔵プール等からの

蒸発量である約 10ｍ ３ ／ｈを上回る最大約 160ｍ ３ ／ｈを供

給できるものとして，有効性を評価する。  

 (ｂ ) プール水冷却系配管に設置された逆止弁について  

   プール水冷却系配管に逆流防止のため設置されている逆

止弁については，異物の噛みこみにより開固着し，逆止弁の
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機能が十分に働かない状態を仮定する。このとき，配管が損

傷することを想定すると，サイフォン効果により燃料貯蔵プ

ール等の水位は低下するが，プール水冷却系配管のサイフォ

ン  ブレーカによりサイフォン  ブレーカ孔位置である通常

水位から－ 0.45ｍで水位低下は停止する。  

 ｃ．重大事故等への対処に関連する操作条件  

   燃料貯蔵プール等への代替補給水設備（注水）の設置及び

注水は，冷却機能及び注水機能の喪失から，21時間 30分後か

ら注水を開始できるものとする。想定事故２の作業と所要時

間を第 11.2.1－２図及び第 11.2.1－３図に示す。  

 ｄ．評価条件  

 (ａ ) 燃料貯蔵プール等の初期水位及び初期水温  

   燃料貯蔵プール等の初期水位は，管理上の水位の変動範囲

でも厳しい水位低警報設定値である、通常水位－ 0.05ｍとし，

保有水量を厳しく見積もるため、使用済燃料やラックの体積

を除くとともに，燃料貯蔵プール等で、万一、水の漏えいが

発生した場合に，他の健全なプール、ピットと隔離して保修

を行うことができるように設置しているピットゲート及び

プールゲートは、閉めた状態を考慮した保有水量とする。ま

た，初期水温は運転上許容される上限の 65℃とする。  

 (ｂ ) 崩壊熱量  

   燃料貯蔵プール等の崩壊熱量は，燃料貯蔵プールのプール

水が沸騰に至るまでの時間は，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料

用），燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プール

（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）の各燃料貯蔵プールに対し
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て，冷却期間４年及び冷却期間 12年の使用済燃料集合体の貯

蔵量を崩壊熱量が最も高くなるように設定し，各燃料貯蔵プ

ールの沸騰時間を算出した上で，沸騰時間が最も短くなる燃

料貯蔵プールの崩壊熱量として，燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃

料用）での約 2,450ｋＷを設定する。なお，崩壊熱による保

有水の蒸発量は約 10ｍ ３ ／ｈである。  
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 (３ ) 有効性評価の判断基準  

   想定事故２の有効性評価の判断基準は以下のとおりとす

る。  

   プール水冷却系の配管の破断によるサイフォン効果及び

スロッシングにより燃料貯蔵プール等の水の小規模な漏え

いが発生するとともに，燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注

水機能が喪失した場合でも，代替補給水設備（注水）による

燃料貯蔵プール等への注水手段を確保することによって，燃

料有効長頂部を冠水できること及び放射線を遮蔽できる水

位 ※ １ を確保できること。また，未臨界を維持できること。  

   ※１：重大事故時の対処においては，作業時における被ば

く線量として，１作業当たり 10ｍＳｖを目安として管

理することとしている。燃料損傷防止対策の対処にお

いては，１作業当たり１時間 30分とし，２班体制にて

作業を実施する計画である。このため，作業時におい

て放射線の遮蔽が維持される水位の設定では， 6.7ｍ

Ｓｖ／ｈ（＝ 10ｍＳｖ／ 1.5ｈ）の被ばくを想定し，

このときの水位として通常水位から約 5.0ｍ下の位置

としている。  

【補足説明資料 11－７】  

   上記の確認にあたっては，沸騰に至るまでの時間を有効性

評価の評価項目として設定し，沸騰開始前までに燃料貯蔵プ

ール等への注水の準備が完了でき実施できること，燃料貯蔵

プール等の蒸発量を上回る注水量を供給できること，燃料貯

蔵プール等への注水の準備に必要な要員が確保されている
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こと，燃料貯蔵プール等への注水に必要な水源が確保されて

いること，注水による燃料貯蔵プール等の水位の維持に必要

な資源が確保されていることを確認する。  
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 (４ ) 有効性評価の結果  

   スロッシングにより通常水位－ 0.60ｍの位置まで水位が

低下した後，燃料貯蔵プール等の水の温度が徐々に上昇し，

第 11.2.2－１図に示すとおり約 36 時間で 100℃に到達し，

燃料貯蔵プール等の水位は緩慢に低下する。重大事故等の発

生を検知し，代替補給水設備（注水）による注水を開始でき

る時間は，事象発生から 53 名にて 21 時間 30 分後であり，

このときの燃料貯蔵プール等の水温は約 85℃となることか

ら燃料貯蔵プール等の水位低下はほとんどなく，沸騰までの

時間である約 36 時間よりも前に代替注水設備（注水）によ

る注水が可能であることから，十分な時間余裕がある。また，

燃料貯蔵プール等内の使用済燃料の崩壊熱による燃料貯蔵

プール等からの水の蒸発量である約 10ｍ ３ ／ｈを上回る最

大約 160ｍ ３ ／ｈでの注水できる可搬型中型移送ポンプによ

る代替補給水設備（注水）を配備していることから，燃料貯

蔵プール等の水位を回復し維持することができる。想定事故

２におけるスロッシングによる小規模漏えい時の燃料貯蔵

プール等の水位の推移を第 11.2.2－２図に示す。また，水

位と線量率の関係について第 11.2.2－４図に示す。  

【補足説明資料 11－４， 11－８】  

   使用済燃料は，燃料貯蔵プール等のステンレス鋼製ラック

に仮置き・貯蔵されており，水温が変化した場合やプール水

が沸騰し，水密度が低下した場合においても，燃料貯蔵プー

ル等の未臨界を維持できる。  

【補足説明資料 11－９】  
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 以上から，事象発生 21時間 30分後から代替補給水設備（注

水）による注水が実施でき，燃料貯蔵プール等の水位回復及

び維持においては，通常水位を目安に注水し，通常水位到達

後は，可搬型中型移送ポンプの間欠運転又は流量調整により

水位を確保することで，安定状態を維持できる。  
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(５ ) 評価条件の不確かさの影響評価  

ａ．実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響

想定事故２における実施組織要員の操作の時間余裕であ

る沸騰に至るまでの時間に与える影響を以下のとおり評価

し，影響がないことを確認した。

(ａ ) 外部電源の考慮の観点  

燃料貯蔵プール等の水の小規模漏えいが発生し，冷却機能

及び注水機能が喪失した後の燃料貯蔵プール等のプール水

が沸騰に至るまでの時間は，外部電源の有無によらず同じで

ある。このため，実施組織要員の操作の時間余裕に与える影

響はない。  

(ｂ ) 崩壊熱量の観点

11.1.2 (５ )ａ． (ｂ )に記載したとおりである。

(ｃ ) 初期水温の観点

11.1.2 (５ )ａ． (ｃ )に記載したとおりである。

(ｄ ) 初期水位の観点

スロッシングによる溢水量の評価では，燃料貯蔵プール等

の初期水位を，管理上の水位の変動範囲で最も厳しい水位低

警報設定値である，通常水位－ 0.05ｍとしているが，実際の

運転時には，評価条件で設定している初期水位よりも高い水

位となることがある。このため，初期水位を通常管理におい

て最も高くなる水位である通常水位＋ 0.02ｍとして，スロッ

シングによる溢水量を評価し，水位の低下を確認した結果，

通常水位－ 0.57ｍであり，このときの沸騰までの時間は，通

常水位－ 0.60ｍとしたときの沸騰までの時間と同程度の約 3
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6時間である。このため，実施組織要員の操作の時間余裕に

与える影響はない。  

(ｅ ) 小規模漏えい時の停止位置の観点

想定事故２では，プール水冷却系の配管の破断によるサイ

フォン効果及び燃料貯蔵プール等からのスロッシングが同

時に発生したことを仮定し，小規模な漏えい量が多い燃料貯

蔵プール等からのスロッシングによる漏えいが停止する位

置としている。燃料貯蔵プール等からのスロッシングによる

溢水量の評価では，評価方法及び評価条件に保守性があるこ

とから，スロッシングによる漏えいが停止する水位は高くな

ることがある。この場合には，小規模漏えいによる水位の低

下は，スロッシングによる水位の低下後，サイフォン  ブレ

ーカ孔位置まで低下して停止することが事故条件となる。し

かしながら，燃料貯蔵プール等からのスロッシングの溢水に

よる水位低下位置である通常水位から－ 0.60mに対して，サ

イフォン  ブレーカ孔位置は通常水位から－ 0.45mと高い位

置となり，保有水量が多くなることから，沸騰に至るまでの

時間はわずかに延びて約 37時間となる。このため，スロッシ

ングによる溢水量の保守性が実施組織要員の操作の時間猶

予に与える影響はない。このときの燃料貯蔵プール等の水位

の推移を第 11.2.2－３図に示す。

【補足説明資料 11－５，６】

(ｆ ) サイフォン効果による漏えいの観点  

サイフォン効果による漏えいは，評価上，事象発生と同時

に，瞬時に水位が低下すると仮定している。実際にサイフォ
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ン効果による小規模漏えいが発生した場合は，静水頭により

漏えいが継続し，ある一定の時間を要するため，燃料貯蔵プ

ール等のプール水がサイフォン効果により瞬時に漏えいす

ることはなく，連続的に漏えいすることが考えられる。  

   このため，プール水冷却系の配管が破断して，サイフォン

効果により小規模な漏えいが発生し，サイフォン  ブレーカ

により停止するまでの時間を，一般的な計算式を用いて，比

較的簡便な計算を行った結果，漏えいが停止するまでの時間

は約 11分であり，沸騰に至るまでの時間は延びることとなる。

このため，実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響はな

い。  

 (ｆ ) 実施組織要員の操作の観点  

   「認知」，「要員配置」，「移動」，「操作時間」，「他

の並列操作有無」及び「操作の確実さ」が実施組織要員の操

作の時間余裕に与える影響を考慮し，対処の制限時間である

沸騰に至るまでの時間に対して，重大事故等対策の実施に必

要な準備作業を２時間前までに完 了できるよう計画するこ

とで，これら要因による影響を低減している。  

   また，作業計画の整備は，作業項目ごとに余裕を確保して

整備しており，実際の重大事故等への対処では，より早く作

業を完了することができる。さらに，代替補給水設備（注水）

による注水は，想定事故２の燃料貯蔵プール等の沸騰時間で

ある約 36時間に対し，事象発生から 21時間 30分後までに作業

が完了でき，このときの燃料貯蔵プール等の水位低下はほと

んどないことから，放射線を遮蔽できる水位を確保し，燃料
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有効長頂部を冠水するための十分な時間余裕が確保されて

いる。また，可搬型重大事故等対処設備の偶発的な単一故障

を仮定した場合であっても，予備の可搬型重大事故等対処設

備を２時間内に設置することができることから，燃料貯蔵プ

ール等が沸騰に至る前までに重大事故等対策を実施するこ

とができる。  

(ｇ ) 作業環境の観点

沸騰開始までに室温が上昇するものの，作業に影響がある

温度の上昇はなく，想定事故２の対処は燃料貯蔵プール等が

沸騰に至る前までに実施することから，作業環境が実施組織

要員の操作の時間余裕に影響を与えることはない。

ｂ．評価項目に与える影響  

沸騰に至るまでの時間に与える影響は，「ａ．実施組織要

員の操作の時間余裕に与える影響」に記載したとおりである。 

ｃ．評価結果  

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，実施組織要

員の操作の時間余裕に与える影響及び評価項目に与える影

響を確認した。評価条件の不確かさが，実施組織要員の操作

の時間余裕に与える影響及び沸騰時間の算出においては，よ

り厳しい結果を与える条件で評価をしており，また，崩壊熱

量，初期水温，初期水位及び小規模漏えい時の停止位置の不

確かさを考慮した場合，燃料貯蔵プール等が沸騰に至るまで

の時間余裕が延びることとなり，燃料貯蔵プール等の水位低

下はほとんどないことから，より余裕が確保される方向へ変

動することを確認した。また，偶発的な単一故障の想定及び
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作業環境の変化が実施組織要員の操作の時間余裕及び評価

項目に影響を与える可能性があるものの，余裕を持って整備

した作業計画の内数の変動に収まることを確認した。  

 (６ ) 必要な要員及び資源の評価  

   想定事故２のための措置に必要な要員及び資源は， 11.3

に示す。また，要員及び資源野有効性評価については，他の

同時に又は連鎖して発生する事象の影響を考慮する必要が

あるため，「 13.重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合

の対処」において示す。  
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(７ ) 判断基準への適合性の検討

想定事故２への対処として，代替補給水設備（注水）によ

る燃料貯蔵プール等への注水手段を整備しており，本対策に

ついて設計上定める条件より厳しい条件における外部事象

の「地震」を条件として有効性評価を行った。  

燃料貯蔵プール等への注水は，沸騰開始前までに燃料貯蔵

プール等への注水の準備を完了し，沸騰開始前に燃料貯蔵プ

ール等へ注水することで，燃料貯蔵プール等の水位を維持で

きる。  

評価条件の不確かさについて確認した結果，実施組織要員

の操作の時間余裕に与える影響及び評価項目に与える影響

はないことを確認した。  

以上のことから，代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵

プール等への注水により，放射線を遮蔽できる水位を確保し，

燃料有効長頂部を冠水できる。また，燃料貯蔵プール等の水

温が変化した場合やプール水が沸騰し，水密度が低下した場

合においても，燃料貯蔵プール等の未臨界を維持できる。

以上より，「 (３ ) 有効性評価の判断基準」を満足する。
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11.3 想定事故１及び想定事故２のための措置に必要な要員及

び資源  

  想定事故１及び想定事故２のための措置に必要な要員及び

資源を以下に示す。  

  また，想定事故１及び想定事故２の要員及び資源の有効性に

ついては，他の同時に又は連鎖して発生する事象の影響を考

慮する必要があるため，「 13．重大事故が同時に又は連鎖し

て発生した場合の対処」において示す。  

11.3.1 想定事故１のための措置に必要な要員及び資源  

   想定事故１への対処に必要な要員及び資源を以下に示す。 

 ａ．必要な要員の評価  

   想定事故１の冷却機能及び補給水設備の注水機能喪失へ

の対処に必要な要員は，合計 53名である。  

 ｂ．必要な資源の評価  

   想定事故１の対処に必要な水源，燃料及び電源を以下に示

す。  

 (ａ ) 水   源  

   代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

に必要な水量は，７日間の対応を考慮すると，合計約 1,600

ｍ ３ の水が必要となる。  

 (ｂ ) 燃   料  

   想定事故１への対処に使用する可搬型中型移送ポンプ，可

搬型発電機及び可搬型空冷ユニット用空気圧縮機は，７日間

の対応を考慮すると，運転継続に以下の軽油が必要である。 

   ・可搬型中型移送ポンプ        約 7.2ｍ ３  
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・可搬型発電機            約 5.3ｍ ３  

・可搬型空冷ユニット用空気圧縮機   約 4.6ｍ ３  

合計                 約 17ｍ ３  

以上より，想定事故１へ対処するための措置を７日間継続

して実施するのに必要な軽油は合計で約 17ｍ ３ である。軽油

貯蔵タンクは 400ｍ ３ の軽油を保有している。これにより，

必要な燃料は確保可能である。  

(ｃ ) 電   源

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処において

電源を必要とする設備は，計装設備の燃料貯蔵プール等の冷

却等の機能喪失の対処に必要な計装設備の可搬型燃料貯蔵

プール水位計，可搬型燃料貯蔵プール温度計，可搬型燃料貯

蔵プール状態監視カメラ，可搬型空冷ユニット及び放射線計

測設備の燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処に必

要な放射線計測設備の可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計

に必要な負荷は約 99ｋＶＡであり，対象負荷の起動時を考慮

すると約 150ｋＶＡの給電が必要である。  
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11.3.2 想定事故２のための措置に必要な要員及び資源  

   想定事故２への対処に必要な要員及び資源を以下に示す。

要員及び資源の有効性評価については，他の同時に又は連鎖

して発生する事象の影響を考慮する必要があるため，「 13．

重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の対処」におい

て示す。  

 ａ．必要な要員の評価  

   想定事故２の小規模漏えい並びに冷却機能及び注水機能

の喪失への対処に必要な要員は，合計 53 名である。  

 ｂ．必要な資源の評価  

   想定事故２の対処に必要な水源，燃料及び電源を以下に示

す。  

 (ａ ) 水   源  

   代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注水

に必要な水量は，７日間の対応を考慮すると，合計約 2,700

ｍ ３ の水が必要となる。  

 (ｂ ) 燃   料  

   想定事故１への対処に使用する可搬型中型移送ポンプ，可

搬型発電機及び可搬型空冷ユニット用空気圧縮機は，７日間

の対応を考慮すると，運転継続に以下の軽油が必要である。 

   ・可搬型中型移送ポンプ        約 7.2ｍ ３  

   ・可搬型発電機            約 5.3ｍ ３  

   ・可搬型空冷ユニット用空気圧縮機   約 4.6ｍ ３  

   合計                 約 17ｍ ３  

   以上より，想定事故１へ対処するための措置を７日間継続
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して実施するのに必要な軽油は合計で約 17ｍ ３ である。

  ⅲ．電   源  

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処におい

て電源を必要とする設備は，計装設備の燃料貯蔵プール等

の冷却等の機能喪失の対処に必要な計装設備の可搬型燃

料貯蔵プール水位計，可搬型燃料貯蔵プール温度計，可搬

型燃料貯蔵プール状態監視カメラ，可搬型空冷ユニット及

び放射線計測設備の燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪

失の対処に必要な放射線計測設備の可搬型燃料貯蔵プー

ル空間線量率計に必要な容量は約 99ｋＶＡであり，対象

負荷の起動時を考慮すると約 150ｋＶＡの給電が必要で

ある。  

11 - 45



第 11.1.1－１表 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（想定事故１）」の対策の手順と重大事故等対処施設

項

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

a. 燃料損傷防止

対策の実施判

断 

燃料貯蔵プール等のプール水冷却系又は安全冷却

水系の冷却機能若しくは補給水設備の注水機能が喪

失した場合，燃料損傷防止対策の実施を判断する。 

－ － － 

b. 建屋外の水供

給経路の構築 

燃料貯蔵プール等へ水を供給するために，可搬型

中型移送ポンプを設置し，可搬型建屋外ホース及び

可搬型中型移送ポンプを接続し，貯水槽から燃料貯

蔵プール等へ水を供給するための経路を構築する。 
・貯水槽

・軽油貯蔵タンク

・可搬型建屋内ホース 

・可搬型中型移送ポン

プ 

・可搬型建屋外ホース 

・中型移送ポンプ運搬

車 

・ホース展張車

・運搬車

・軽油用タンクローリ 

－ 



（つづき） 

項 

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

c. 燃料損傷防止

対策の準備 

燃料貯蔵プール等の状態監視のため，監視設備及

び可搬型発電機を準備する。監視設備を設置するま

での間，燃料貯蔵プール等の状態について携行型の

監視設備にて実施組織要員による監視を行う。 

また，可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型建屋

外ホースへ可搬型代替注水設備流量計を設置する。

可搬型建屋外の水供給経路の構築が完了した後，可

搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホースを接続す

る。 

なお，水温上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋内の温度が上昇した場合においても，線量率の測

定及び燃料貯蔵プール等の状態監視が継続できるよ

う，空冷設備を設置する。 

・貯水槽

・可搬型中型移送ポン

プ 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型建屋内ホース 

・可搬型発電機

・可搬型燃料貯蔵プール水位計

・可搬型燃料貯蔵プール温度計

・可搬型燃料貯蔵プール状態監

視カメラ

・可搬型水位計（超音波式）

・可搬型水位計（メジャー）

・ガンマ線用サーベイ メータ

・可搬型代替注水設備流量計

・可搬型空冷ユニット

・可搬型空冷ユニット用ホース

・可搬型燃料貯蔵プール状態監

視カメラ用冷却ケース

・可搬型燃料貯蔵プール空間線

量率計用冷却ケース

・可搬型空冷ユニット空気圧縮

機



（つづき） 

項 

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

d. 代替補給水設

備（注水）に

よる燃料貯蔵

プール等への

注水の実施判

断 

代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等

への注水準備が完了後，燃料貯蔵プール等への注水

の実施を判断し，以下のｅ．へ移行する。 
－ － 

・可搬型水位計（超音波式） 

・可搬型水位計（メジャー） 

e. 代替補給水設

備（注水）に

よる燃料貯蔵

プール等への

注水の実施 

搬型中型移送ポンプにより貯水槽から燃料貯蔵プ

ール等へ注水する。注水流量は，可搬型代替注水設

備流量計にて確認する。燃料貯蔵プール等の水位は

通常水位を目安に注水し，通常水位到達後は，可搬

型中型移送ポンプの間欠運転又は流量調整により通

常水位を目安に水位を確保する。 

代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等

への注水に必要な監視項目は，注水流量及び燃料貯

蔵プール等の水位である。 

・貯水槽 

・可搬型中型移送ポン

プ 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型建屋内ホース 

・可搬型水位計（超音波式） 

・可搬型水位計（メジャー） 

・可搬型代替注水設備流量計 

 

  



（つづき） 

項 

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

f. 代替補給水設

備（注水）に

よる燃料貯蔵

プール等への

注水の成功判

断 

燃料貯蔵プール等の水位を確認することにより，

放射線の遮蔽が維持される水位が確保されているこ

と，また，プール水の蒸発量 10ｍ３／ｈ以上で注水

され，通常水位が維持されていることを確認する。

なお，放射線の遮蔽が維持される水位が確保される

ことにより，燃料有効長頂部は冠水する。 

 代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等

への注水の成功判断に必要な監視項目は，燃料貯蔵

プール等の水位及び代替補給水設備（注水）による

注水量である。 

－ － 

・可搬型水位計（超音波式）

・可搬型水位計（メジャー）

・可搬型代替注水設備流量計



（つづき） 

項 

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

g. 代替監視設備

及び空冷設備

の設置 

代替監視設備の設置完了後，可搬型発電機を起動

して代替監視設備の起動状態を確認する。 

また，空冷設備の設置完了後，可搬型空冷ユニッ

ト空気圧縮機を起動して空冷設備の起動状態を確認

する。 

－ ・可搬型発電機 

・可搬型燃料貯蔵プール水位計 

・可搬型燃料貯蔵プール温度計 

・可搬型燃料貯蔵プール状態監

視カメラ 

・可搬型空冷ユニット 

・可搬型空冷ユニット用ホース 

・可搬型燃料貯蔵プール状態監

視カメラ用冷却ケース 

・可搬型燃料貯蔵プール空間線

量率計用冷却ケース 

・可搬型空冷ユニット空気圧縮

機 

 



第11.1.1－２表　使用済燃料貯蔵槽の冷却等の対処において使用する設備

重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 重大事故等対処設備

貯水槽 ○ × × × ×
可搬型中型移送ポンプ ○ × × × ×
可搬型建屋外ホース[流路] ○ × × × ×
可搬型建屋内ホース[流路] ○ × × × ×
中型移送ポンプ運搬車 ○ × × × ×
ホース展張車 ○ × × × ×
運搬車 ○ × × ○ ○
軽油貯蔵タンク ○ × × ○ ○
軽油用タンク ローリ ○ × × ○ ○

代替プール水冷却系 サイフォン ブレーカ孔 × ○ × × ×
燃料受入れ設備 燃料仮置きラック × × ○ × ×

燃料貯蔵ラック × × ○ × ×
バスケット仮置き架台（実入り用） × × ○ × ×

代替電源設備 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機 × × × ○ ○
可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計 × × × ○ ×
ガンマ線用サーベイ メータ × × × ○ ×
可搬型燃料貯蔵プール水位計 × × × × ○
可搬型燃料貯蔵プール温度計 × × × × ○
可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ × × × × ○
可搬型空冷ユニット × × × × ○
可搬型空冷ユニット用ホース × × × × ○
可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ用冷却ケース × × × × ○
可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計用冷却ケース × × × × ○
可搬型空冷ユニット空気圧縮機 × × × × ○

代替計測制御設備

使用済燃料受入れ・貯蔵建
屋

使用済燃料貯蔵槽の冷却等

燃料貯蔵プール等の
計測監視

使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための措置

代替補給水設備（注水）

燃料貯蔵プール等の
臨界防止

燃料貯蔵プール等の
放射線監視

設備名称 構成する機器

燃料貯蔵設備

代替放射線監視設備

機器グループ

設備
燃料貯蔵プール等へ

の注水
漏えい抑制



第 11.1.2－１表 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（想定事故１）」に係る主要評価条件 

項 目 主要評価条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件

崩壊熱量 

燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用） 

 約 2,450ｋＷ 

燃料貯蔵プール全体 

約 5,420ｋＷ 

沸騰時間算出においては，最も崩壊熱量が大きくなる燃料貯蔵プール（ＰＷ

Ｒ燃料用）を設定した。また，蒸発量算出においては，燃料貯蔵プール全体

に冷却期間 12 年の燃料が 2,400ｔ・ＵＰｒ及び冷却期間４年の燃料が 600ｔ・

ＵＰｒ貯蔵された状態での崩壊熱量を設定した。 

燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料

用）の初期水温 
65℃ プール水冷却系１系列運転時の設計最高温度となる水温を設定した。 

燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料

用）の初期水位 
通常水位－0.05ｍ 水位低警報レベルである通常水位－0.05ｍを初期水位に設定した。 

燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料

用）の保有水量 
約 2,453ｍ３ 

保有水量を厳しく見積もるため、使用済燃料やラックの体積を除くととも

に、燃料貯蔵プール等で、万一、水の漏えいが発生した場合に、他の健全な

プール、ピットと隔離して保修を行うことができるように設置しているピッ

トゲート及びプールゲートは、閉めた状態を考慮した保有水量を設定した。

事
故
条
件

安全機能の喪失に 

対する仮定 

燃料貯蔵プール等の冷却機能及び

注水機能の喪失 

非常用ディーゼル発電機の機能喪失により，燃料貯蔵プールの冷却機能及び

注水機能が喪失するものとした。 

外部電源 外部電源なし 
設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「火山」を条件とした

としていることから，外部電源なしを想定した。 

重
大
事
故
等
対
策
に

関
連
す
る
機
器
条
件

使用済燃料の崩壊熱による 

蒸発量 
約 10ｍ３／ｈ プール水温 100℃における，使用済燃料の崩壊熱による蒸発速度を設定した。 

代替補給水設備（注水） 

による燃料貯蔵プール等への 

注水流量 

約 160ｍ３／ｈ 

１台当たり 240ｍ３／ｈの容量を有し，想定事故１において燃料貯蔵プール等

への注水に１台を使用し，燃料貯蔵プール等の水位を維持するために必要な

水量として，燃料貯蔵プール等からの蒸発量である約 10ｍ３／ｈを上回る，

最大約 160ｍ３／ｈを設定した。 

重
大
事
故
等
対
策
に

関
連
す
る
操
作
条
件

代替補給水設備（注水） 

による燃料貯蔵プール等への 

注水開始 

事象発生から 

21 時間 30 分後 

燃料貯蔵プール等が沸騰する前までに注水操作を実施するものとして，事象

発生の確認，移動に必要な時間を考慮して設定した。 



第 11.2.1－１表 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（想定事故２）」の対策の手順と重大事故等対処施設

項

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

a. 燃料損傷防止

対策の実施判

断 

燃料貯蔵プール等に接続するプール水冷却系の配

管の破損によるサイフォン効果及びスロッシングに

より燃料貯蔵プール等の水の小規模な漏えいの発生

により水位が低下し，プール水冷却系及び安全冷却

水系の冷却機能並びに補給水設備注水機能が喪失し

た場合，燃料損傷防止対策の実施を判断する。 

燃料貯蔵プール等の小規模な漏えい並びに冷却機

能及び注水機能の喪失を確認するための計装設備

は，燃料貯蔵プール水位，燃料貯蔵プール水温度等

である。 

－ － － 

b. 建屋外の水供

給経路の構築 

燃料貯蔵プール等へ水を供給するために，可搬型

中型移送ポンプを設置し，可搬型建屋外ホース及び

可搬型中型移送ポンプを接続し，貯水槽から燃料貯

蔵プール等へ水を供給するための経路を構築する。 
・貯水槽

・軽油貯蔵タンク

・可搬型建屋内ホース 

・可搬型中型移送ポン

プ 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型中型移送ポン

プ運搬車 

・ホース展張車

・運搬車

・軽油用タンクローリ 

－ 



（つづき） 

項 

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

c. 燃料損傷防止

対策の準備 

燃料貯蔵プール等の状態監視のため，監視設備を

準備する。監視設備を設置するまでの間，燃料貯蔵

プール等の状態について携行型の監視設備にて実施

組織要員による監視を行う。 

また，可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型建屋

内ホースへ可搬型代替注水設備流量計を設置する。

可搬型建屋外の水供給経路の構築が完了した後，可

搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホースを接続す

る。 

なお，水温上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋内の温度が上昇した場合においても，線量率の測

定及び燃料貯蔵プール等の状態監視が継続できるよ

う，空冷設備を設置する。 

・貯水槽 

・可搬型中型移送ポン

プ 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型建屋内ホース 

・可搬型燃料貯蔵プール水位計 

・可搬型燃料貯蔵プール温度計 

・可搬型燃料貯蔵プール状態監

視カメラ 

・可搬型水位計（超音波式） 

・可搬型水位計（メジャー） 

・ガンマ線用サーベイ メータ 

・可搬型代替注水設備流量計 

・可搬型空冷ユニット 

・可搬型空冷ユニット用ホース 

・可搬型燃料貯蔵プール状態監

視カメラ用冷却ケース 

・可搬型燃料貯蔵プール空間線

量率計用冷却ケース 

・可搬型空冷ユニット空気圧縮

機 

 

  



（つづき） 

項 

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

d. 代替補給水設

備（注水）に

よる燃料貯蔵

プール等への

注水の実施 

可搬型中型移送ポンプにより貯水槽から燃料貯蔵

プール等へ注水する。注水流量は，可搬型代替注水

設備流量計にて確認する。燃料貯蔵プール等の水位

は，以下の水位を目安に注水を実施する。 

スロッシングによる小規模漏えいを想定した場

合，通常水位を目安に注水し，水位を回復し維持す

る。 

プール水冷却系配管の吸込み側の破損による小規

模漏えいを想定した場合，配管が接続する越流せき

以上の水位を確保することができないことから，越

流せき上端である通常水位－0.40ｍを目安に注水

し，水位を回復し維持する。 

プール水冷却系配管の吐出し側の破損を想定した

場合，サイフォン効果による小規模漏えいが発生し，

プール水の漏えいはサイフォン ブレーカ位置にお

いて停止する。その後，水位は通常水位まで回復で

きることから，通常水位を目安に注水し，水位を回

復し維持する。 

目安とする水位への到達後は，可搬型中型移送ポ

ンプの間欠運転又は流量調整により通常水位を目安

・貯水槽

・可搬型中型移送ポン

プ 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型建屋内ホース 

・可搬型水位計（超音波式）

・可搬型水位計（メジャー）

・可搬型代替注水設備流量計



（つづき） 

項 

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

に水位を確保する。 

代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プー

ル等への注水に必要な監視項目は，注水流量及び燃

料貯蔵プール等水位である。 

e. 代替補給水設

備（注水）に

よる燃料貯蔵

プール等への

注水の成功判

断 

燃料貯蔵プール等の水位が，目安とする水位を維

持することにより，放射線の遮蔽が維持される水位

が確保される。なお，放射線の遮蔽が維持される水

位が確保されることにより，燃料有効長頂部は冠水

する。 

代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等

への注水の成功判断に必要な監視項目は，燃料貯蔵

プール等の水位及び代替補給水設備（注水）による

注水量である。 

－ － 

・可搬型水位計（超音波式）

・可搬型水位計（メジャー）

・可搬型代替注水設備流量計



（つづき） 

項 

番 
判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 

計装設備 

放射線計測設備 

f. 代替監視設備

及び空冷設備

の設置 

代替監視設備の設置完了後，可搬型発電機を起動

して代替監視設備の起動状態を確認する。 

また，空冷設備の設置完了後，可搬型空冷ユニッ

ト空気圧縮機を起動して空冷設備の起動状態を確認

する。 

－ ・可搬型発電機

・可搬型燃料貯蔵プール水位計

・可搬型燃料貯蔵プール温度計

・可搬型燃料貯蔵プール状態監

視カメラ

・可搬型空冷ユニット

・可搬型空冷ユニット用ホース

・可搬型燃料貯蔵プール状態監

視カメラ用冷却ケース

・可搬型燃料貯蔵プール空間線

量率計用冷却ケース

・可搬型空冷ユニット空気圧縮

機



第 11.2.2－１表 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（想定事故２）」に係る主要評価条件（１／２）

項 目 主要評価条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件

崩壊熱量 

燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用） 

 約 2,450ｋＷ 

燃料貯蔵プール全体 

約 5,420ｋＷ 

沸騰時間算出においては，最も崩壊熱量が大きくなる燃料貯蔵プール（ＰＷ

Ｒ燃料用）を設定した。また，蒸発量算出においては，燃料貯蔵プール全体

に冷却期間 12 年の燃料が 2,400ｔ・ＵＰｒ及び冷却期間４年の燃料が 600ｔ・

ＵＰｒ貯蔵された状態での崩壊熱量を設定した。 

燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料

用）の初期水温 
65℃ プール水冷却系１系列運転時の設計最高温度となる水温を設定した。 

燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料

用）の初期水位 
通常水位－0.05ｍ 水位低警報レベルである通常水位－0.05ｍを初期水位に設定した。 

事

故

条

件 

配管破損の想定 プール水冷却系配管の破損 

プール水冷却系配管は，基準地震動の 1.2 倍の地震動を入力した場合におい

ても必要な機能を損なわない設計としていないことから，設計上定める条件

より厳しい条件における外部事象の「地震」によりプール水冷却系配管の破

損を想定する。 

燃料貯蔵プール等の 

小規模な漏えいで 

想定される水位 

通常水位－0.45ｍ 

（配管破断によるサイフォン効果

による水位低下後の水位） 

プール水冷却系配管に逆流防止のため設置されている逆止弁については，異

物の噛みこみにより開固着し，逆止弁の機能が十分に働かない状態を仮定す

る。サイフォン効果による燃料貯蔵プール等の水の小規模な漏えいにおい

て，サイフォン ブレーカにより水位低下が停止した後の水位を設定した。な

お，この水位まで瞬時に低下するものとする。 

通常水位－0.60ｍ 

（スロッシングによる水位低下後

の水位） 

「地震」によるスロッシングにより，燃料貯蔵プール等の水の小規模な漏え

いが発生した場合において，スロッシング収束後の水位を設定した。 

安全機能の喪失に 

対する仮定 

燃料貯蔵プール等冷却機能及び注

水機能の機能喪失 

基準地震動の1.2倍の地震動を入力した場合においても必要な機能を損なわな

い設計とした設備以外の設備は全て機能喪失することから，燃料貯蔵プール

等の冷却機能及び注水機能が機能喪失するものとした。 

外部電源 外部電源なし 
設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「地震」を条件とした

としていることから，外部電源なしを想定した。 

重
大
事
故
等
対
策
に

関
連
す
る
機
器
条
件

使用済燃料の崩壊熱による 

蒸発量 
約 10ｍ３／ｈ 

プール水温 100℃における，使用済燃料の崩壊熱による蒸発速度を設定し

た。 

代替注水設備等による 

燃料貯蔵プール等への 

注水流量 

約 160ｍ３／ｈ 

１台当たり 240ｍ３／ｈの容量を有し，想定事故２において燃料貯蔵プール等

への注水に１台を使用し，燃料貯蔵プール等の水位を維持するために必要な

水量として，燃料貯蔵プール等からの蒸発量である約 10ｍ３／ｈを上回る，

最大約 160ｍ３／ｈを設定した。 



第 11.2.2－１表 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（想定事故２）」に係る主要評価条件（２／２）

項 目 主要評価条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に

関
連
す
る
操
作
条
件

代替補給水設備（注水） 

による燃料貯蔵プール等への 

注水開始 

事象発生から 

21 時間 30 分後 

燃料貯蔵プール等が沸騰する前までに注水操作を実施するものとして，事象

発生の確認，移動に必要な時間を考慮して設定した。 



第11－１図　燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失に対処するための設備の系統概要図（代替補給水設備（注水））

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

燃料貯蔵プール等 

（建屋境界） 

Ｔ Ｔ Ｒ 

可搬型燃料貯蔵プー

ル状態監視カメラ

Ｌ Ｒ Ｌ 

※１ ※２ ※３ ※４ ※５ ※６

※７

※１：可搬型水位計（超音波式）又は可搬型水位計（メジャー）

１台を燃料仮置きピット２基，燃料貯蔵プール３基，燃料送出しピット 

１基に運搬し測定する。 

※２：可搬型水温計

１台を燃料仮置きピット２基，燃料貯蔵プール３基，燃料送出しピット 

１基に運搬し測定する。 

※３：ガンマ線用サーベイ メータ

１台を燃料仮置きピット２基，燃料貯蔵プール３基，燃料送出しピット 

１基の近傍に運搬し測定する。 

※４：可搬型燃料貯蔵プール水位計

燃料仮置きピット２基，燃料貯蔵プール３基，燃料送出しピット１基の 

１箇所に設置し測定する。 

※５：可搬型燃料貯蔵プール温度計

燃料仮置きピット２基，燃料貯蔵プール３基，燃料送出しピット１基に 

それぞれ設置し測定する。 

※６：可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計

燃料貯蔵プール近傍の１箇所に設置し測定する。 

※７：燃料仮置きピット２基，燃料貯蔵プール３基，燃料送出しピット１基の

近傍にそれぞれ設置し監視する。 

※８：燃料貯蔵プール等とは，燃料仮置きピット２基，燃料貯蔵プール３基及び

燃料送出しピット１基を示す。 

代替補給水設備（注水）は，これらの１箇所に水を供給することで 

 燃料貯蔵プール等の水位を維持する。 

※８貯水槽 Ｐ Ｆ 



第11.1.1－１図 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失」の対処手順の概要（想定事故１） 

：操作・確認 

：判断 

：監視 

凡例 

冷却機能・注水機能の 
喪失判断 

燃料貯蔵プール
等監視継続 

・可搬型中型移送ポンプの設置及び軌道確認
・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
・可搬型建屋外ホースの敷設（ホース展張車進入不可部分
を人手による運搬敷設）

・可搬型中型移送ポンプの試運転及び状態確認
・可搬型建屋内ホース敷設，可搬型建屋内ホースと可搬型
建屋外ホースとの接続

・可搬型燃料貯蔵プール水位計，可搬型燃料貯蔵
プール温度計，可搬型燃料貯蔵プール状態監視カ
メラ及び可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計設置
・可搬型発電機設置
・ケーブル敷設，接続

※１

重大事故等への対処の移行判断
・燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能の喪
失が確認された場合
・燃料貯蔵プール等からの水の漏えい等による水
位の低下が確認された場合
・燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えいによ
り燃料貯蔵プール等の水位の異常な低下が確認さ
れた場合

※２ 燃料貯蔵プール等への注水判断
・水位低下が確認された場合

※３ 燃料貯蔵プール等への注水成否判断
・燃料貯蔵プール等の水位を回復・維持している
こと

※４ 燃料貯蔵プール等へのスプレイ判断
・燃料貯蔵プール等の異常な水位低下が継続して
いることが確認された場合

※５ 燃料貯蔵プール等へのスプレイ成否判断
・燃料貯蔵プール等の全面にスプレイされている
こと

事前配備の開始 

降灰予報の発表 

冷却機能喪失の 
確認 

注水機能喪失の 
確認 

燃料貯蔵プール等の
状態確認 

代替補給水設備（注水）の 
配備完了・注水開始 

（評価上の時刻） 

（0秒） 

（10分） 

（21時間30分） 

燃料貯蔵プール等の 
水位維持 

代替補給水設備（注水）による注水を継続
し，機能喪失している設備の復旧に努める。
復旧後は，プール水冷却系及び安全冷却水

系による冷却を実施する。 

・代替補給水設備（注水）流量確認
・水の供給流量の調整

携行型の監視設備 
による監視 

監視設備による監視 

・携行型の監視設備（可搬型水位計（超音波式），
可搬型水位計（メジャー），可搬型水温計及びガ
ンマ線サーベイ メータ）による燃料貯蔵プール等
の状態監視継続

事象発生 



作業名 作業班 要員数

・設備運搬（移動含む）（可搬型代替注水設備、可搬型監視設備） AB5班、AB6班 4

・設備運搬（移動含む）（可搬型監視設備、可搬型発電機） AB7班、AB8班 4

・設備運搬（可搬型空冷ユニット等）
AB5班、AB6班
AB7班、AB8班

8

・ホース敷設　建屋内外ホース接続
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・注水開始・流量確認
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬型発電機起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬空冷ユニット起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・現場状態監視 F1班 2

・現場状態監視 F2班 2

使用済燃
料受入
れ・貯蔵
建屋

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00

・他作業場所にて、対策を実施

第11.1.1－２図　燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処（想定事故１）に係る作業と所要時間（1/3）



作業名 作業班 要員数

・設備運搬（移動含む）（可搬型代替注水設備、可搬型監視設備） AB5班、AB6班 4

・設備運搬（移動含む）（可搬型監視設備、可搬型発電機） AB7班、AB8班 4

・設備運搬（可搬型空冷ユニット等）
AB5班、AB6班
AB7班、AB8班

8

・ホース敷設　建屋内外ホース接続
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・注水開始・流量確認
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬型発電機起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬空冷ユニット起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・現場状態監視 F1班 2

・現場状態監視 F2班 2

使用済燃
料受入
れ・貯蔵
建屋

24:00 25:00 26:00 27:00 28:00 29:00 30:00 31:00 32:00 33:00 34:00 35:00 36:00 37:00 38:00 39:00 40:00 41:00 42:00 43:00 44:00 45:00 46:00 47:00

・他作業場所にて、対策を実施 

第11.1.1－２図　燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処（想定事故１）に係る作業と所要時間（2/3）



作業名 作業班 要員数

・設備運搬（移動含む）（可搬型代替注水設備、可搬型監視設備） AB5班、AB6班 4

・設備運搬（移動含む）（可搬型監視設備、可搬型発電機） AB7班、AB8班 4

・設備運搬（可搬型空冷ユニット等）
AB5班、AB6班
AB7班、AB8班

8

・ホース敷設　建屋内外ホース接続
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・注水開始・流量確認
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬型発電機起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬空冷ユニット起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・現場状態監視 F1班 2

・現場状態監視 F2班 2

使用済燃
料受入
れ・貯蔵
建屋

48:00 49:00 50:00 51:00 52:00 53:00 54:00 55:00 56:00 57:00 58:00 59:00 60:00 61:00 71:0062:00 63:00 64:00 65:00 66:00 67:00 68:00 69:00 70:00

・他作業場所にて、対策を実施

第11.1.1－２図　燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処（想定事故１）に係る作業と所要時間（3/3）



作業名 作業班 要員数

・軽油用タンク ローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム缶等）
への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動（前処理建屋用1
台，分離建屋用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに
精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台）

燃料給油3班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶等）への
燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動（分離建屋用1台，ウ
ラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台，高レベル廃液ガラス固化
建屋用1台）

燃料給油3班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶等）への
燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動（前処理建屋用1台，
使用済燃料の受け入れ・貯蔵建屋用1台）

燃料給油3班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム缶等）
への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動（前処理建屋又
は高レベル廃液ガラス固化建屋用1台及び可搬型空冷ユニット用
1台）

燃料給油3班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動(使用済燃料
受入れ・貯蔵建屋用1台，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルト
ニウム混合脱硝建屋用1台並びに高レベル廃液ガラス固化建屋
用1台)

燃料給油1班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動(前処理建屋
用1台)

燃料給油1班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動(分離建屋，
精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排水用1台並び
に高レベル廃液ガラス固化建屋用1台)

燃料給油2班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
(前処理建屋排水用1台)

燃料給油2班 1

・ホイール ローダの確認
建屋外1班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニ
ウム混合脱硝建屋）

建屋外1班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（高レベル廃液ガラス固化建屋，及び前処
理建屋及び使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外1班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニ
ウム混合脱硝建屋）

建屋外2班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（高レベル廃液ガラス固化建屋，及び前処
理建屋及び使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外2班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニ
ウム混合脱硝建屋）

建屋外4班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（高レベル廃液ガラス固化建屋，及び前処
理建屋及び使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外4班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニ
ウム混合脱硝建屋）

建屋外6班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（高レベル廃液ガラス固化建屋，及び前処
理建屋及び使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外4班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニ
ウム混合脱硝建屋）

建屋外6班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニ
ウム混合脱硝建屋）

建屋外6班　建屋
外８班

3

・アクセスルートの整備（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニ
ウム混合脱硝建屋,（高レベル廃液ガラス固化建屋，及び前処理
建屋及び使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）（アクセスルトの状態
を確認し、建屋外4～8班の要員9名内3名にて、アクセスルトの状
態を確認し、整備を行う）

建屋外4班　建屋
外5班　建屋外6
班　建屋外7班
建屋外8班

3

作業名 作業班 要員数

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホース及び運搬車の確認 建屋外2班 2

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（分離建屋，
精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外2班 2

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設，アクセス
ルート整備の資機材運搬（分離建屋，精製建屋及びウラン・プル
トニウム混合脱硝建屋）

建屋外2班 2

・第１貯水槽，第２貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋
外ホース，可搬型排水受槽，中型移送ポンプ運搬車及びホース
展張車の確認

建屋外3班 建屋
外4班 建屋外5班
建屋外6班

8

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬（分
離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外3班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（分離建屋，精製建
屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外3班 建屋
外4班 建屋外5班

6

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（分離
建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外6班 2

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設（分離
建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6班
建屋外7班

8

・可搬型中型移送ポンプの試運転（分離建屋，精製建屋及びウラ
ン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外4班 2

・可搬型建屋外ホースの状態確認（分離建屋，精製建屋及びウラ
ン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7班

6

・可搬型排水受槽の運搬車による搬送，設置及び可搬型建屋外
ホースとの接続（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混
合脱硝建屋）

建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7班

6

・可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースとの接続（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7班

6

・水の供給流量の調整（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニ
ウム混合脱硝建屋）

建屋外1班 建屋
外4班

4

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外1班 2

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬（高
レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（高レベル廃液ガラ
ス固化建屋)

建屋外3班 建屋
外4班 建屋外5班

6

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（高レ
ベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（高レベル廃
液ガラス固化建屋）

建屋外3班 2

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設（高レベル廃
液ガラス固化建屋）

建屋外3班 2

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設（高レ
ベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6班
建屋外7班

8

・可搬型中型移送ポンプの試運転（高レベル廃液ガラス固化建
屋）

建屋外1班 2

・可搬型建屋外ホースの状態確認（高レベル廃液ガラス固化建
屋）

建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7班

6

・可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬型建屋外
ホースとの接続（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7班

6

・可搬型建屋外ホースの可搬型建屋内ホースとの接続（高レベル
廃液ガラス固化建屋）

建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7班

6

・水の供給流量の調整（高レベル廃液ガラス固化建屋） 建屋外3班 2

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視（高レベル
廃液ガラス固化建屋）

建屋外1班 2

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 28:00 29:008:00 9:00 10:00 11:00 37:0025:00 30:0026:00 27:00

27:00 28:00 29:00 30:00 31:00 32:00 33:00 34:00 35:00 36:00 37:00

31:00 32:00 33:00 34:00 35:00 36:00

25:00 26:009:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:00

建屋外

建屋外

18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 24:000:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00

23:00 24:0012:00 13:00 14:00 15:00

・他作業場所にて、対策を実施 

・・他作業場所にて、対策を実施

・他作業場所にて、対策を実施 

・他作業場所にて、対策を実施 

・作業場所にて、対策を実施 

・・他作業場所にて、対策を実施

・・他作業場所にて、対策を実施 

・・他作業場所にて、対策を実施

・・他作業場所にて、対策を実施

・・他作業場所にて、対策を実施 

・・他作業場所にて、対策を実施 

第11.1.1－３図　燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処（想定事故１）に係る作業と所要時間（建屋外）（1/2）



作業名 作業班 要員数

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬（使
用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外7班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（使用済み燃料受
入れ・貯蔵建屋）

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外7班

6

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（使用
済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外3班 2

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（使用済み
燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外3班 2

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設（使用済み
燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外3班 2

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設（使用
済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6班
建屋外7班

8

・可搬型建屋外ホースの敷設（使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋
ホース展張車侵入不可部分を人手による運搬敷設）

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6班
建屋外7班

8

・可搬型中型移送ポンプの試運転（使用済み燃料受入れ・貯蔵建
屋）

建屋外1班 2

・可搬型建屋外ホースの状態確認（使用済み燃料受入れ・貯蔵建
屋）

建屋外4班 建屋
外5班

4

・水の供給流量の調整（使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）
建屋外4班 建屋
外8班

3

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視（使用済み
燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外1班 2

・中型移送ポンプ運搬車による故障時バックアップ可搬型中型移
送ポンプの運搬

建屋外4班 2

・故障時バックアップ可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認
建屋外5班 建屋
外6班 建屋7外班

6

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬（前
処理建屋）

建屋外6班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（前処理建屋）
建屋外4班 建屋
外5班 建屋外7班

6

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（前処
理建屋）

建屋外6班 2

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（前処理建
屋）

建屋外4班 2

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設（前処理建
屋）

建屋外4班 2

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設（前処
理建屋）

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6班
建屋外7班

8

・可搬型中型移送ポンプの試運転（前処理建屋） 建屋外1班 2

・可搬型建屋外ホースの状態確認（前処理建屋）
建屋外4班 建屋
外5班

4

・可搬型排水受槽と可搬型建屋外ホースの接続（前処理建屋）
建屋外4班 建屋
外5班

4

・可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースとの接続（前処理建
屋）

建屋外4班 建屋
外5班

4

・水の供給流量の調整（前処理建屋）
建屋外4班 建屋
外8班

3

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視（前処理建
屋）

建屋外1班 2

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬（分
離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（分離建屋，精製建
屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7班

6

・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業（分
離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外2班 2

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬（高
レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（高レベル廃液ガラ
ス固化建屋）

建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7班

6

・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業（高
レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外3班 2

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬（前
処理建屋）

建屋外7班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（前処理建屋）
建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7班

6

・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業（前
処理建屋）

建屋外2班 2

16:00 26:00 27:00 28:0014:000:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 15:00 42:00

建屋外

17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 24:00 25:008:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 31:00 32:00 33:00 34:00 35:00 41:0029:00 30:00

・他作業場所にて、対策を実施 

・他作業場所にて、対策を実施 

・他作業場所にて、対策を実施 

第11.1.1－３図　燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処（想定事故１）に係る作業と所要時間（建屋外）（2/2）



評 価 結 果 

燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用） 

① 沸騰へ寄与する水量 約 2,453ｍ３ 

② 崩壊熱量 約 2,450ｋＷ 

③ 沸騰までの時間 約 39時間 

第 11.1.2－１図 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（想定事故１）」に 

おける燃料貯蔵プール等の沸騰時間評価結果 

使用済燃料集合体 

初期水位：燃料貯蔵プール 
底面から 11.45ｍ 



第11.1.2－２図　想定事故１における燃料貯蔵プール等水位の推移
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事故後の時間[h] 

事象発生から21時間30分後 

代替補給水設備（注水）による注水に

より，通常水位へ水位維持 

事象発生から約39時間後 

燃料貯蔵プール水温が100℃に到達し，

沸騰による水位低下開始 

可搬型中型移送ポンプの間欠運転又は

流量調整により通常水位を目安に水位

を確保し，安定状態を維持 

以降，水位維持を継続 



第 11.1.2－３図 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（想

定事故１）」における燃料貯蔵プール等の

水位と線量率  
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燃料有効長頂部からの水位[ｍ] 

通常水位 

使用済燃料集合体からの 

線量率が支配的な水位 

プール水からの線量率の寄与が低

下し、線量率が若干低下する水位 

放射線の遮蔽が 

維持される水位 

通常水位から 

約5.0ｍ下 

約5.0ｍ 約2.4ｍ 



第11.2.1－１図 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失」の対応手順の概要（想定事故２） 

：操作・確認 

：判断 

：監視 

凡例 

燃料貯蔵プール等の小規模漏え
いの判断 

燃料貯蔵プール
等監視継続 

・可搬型中型移送ポンプの設置及び軌道確認 
・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設 
・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設 
・可搬型建屋外ホースの敷設（ホース展張車進入不可部分 
 を人手による運搬敷設） 
・可搬型中型移送ポンプの試運転及び状態確認 
・可搬型建屋内ホース敷設，可搬型建屋内ホースと可搬型 
 建屋外ホースとの接続 

・可搬型燃料貯蔵プール水位計，可搬型燃料貯蔵
プール温度計，可搬型燃料貯蔵プール状態監視カ
メラ及び可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計設置 
・可搬型発電機設置 
・ケーブル敷設，接続 

※１ 
 
 重大事故等への対処の移行判断 
・燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能の喪
失が確認された場合 
・燃料貯蔵プール等からの水の漏えい等による水
位の低下が確認された場合 
・燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えいによ
り燃料貯蔵プール等の水位の異常な低下が確認さ
れた場合 
 
※２ 燃料貯蔵プール等への注水判断 
・水位低下が確認された場合 
 
※３ 燃料貯蔵プール等への注水成否判断 
・燃料貯蔵プール等の水位を回復・維持している
こと 
 
※４ 燃料貯蔵プール等へのスプレイ判断 
・燃料貯蔵プール等の異常な水位低下が継続して
いることが確認された場合 
 
※５ 燃料貯蔵プール等へのスプレイ成否判断 
・燃料貯蔵プール等の全面にスプレイされている
こと 

初動対応の開始 

事象発生 

燃料貯蔵プール等の
状態確認 

代替補給水設備（注水）の 
配備完了・注水開始 

（評価上の時刻） 

（0秒） 

（10分） 

（21時間30分） 

燃料貯蔵プール等の 
水位維持 

・代替補給水設備（注水）流量確認 
・水の供給流量の調整 

携行型の監視設備 
による監視 

監視設備による監視 

・携行型の監視設備（可搬型水位計（超音波式），
可搬型水位計（メジャー），可搬型水温計及びガ
ンマ線サーベイ メータ）による燃料貯蔵プール等
の状態監視継続 

代替補給水設備（注水）による注水
を継続し，機能喪失している設備の
復旧に努める。復旧後は，プール水
冷却系及び安全冷却水系による冷却

を実施する。 

補給水設備の機能喪失 プール水冷却系の機能喪失 

代替補給水設備（注水）の 
配備指示 



作業名 作業班 要員数

・設備運搬（移動含む）（可搬型代替注水設備、可搬型監視設備） AB5班、AB6班 4

・設備運搬（移動含む）（可搬型監視設備、可搬型発電機） AB7班、AB8班 4

・設備運搬（可搬型空冷ユニット等）
AB5班、AB6班
AB7班、AB8班

8

・ホース敷設　建屋内外ホース接続
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・注水開始・流量確認
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬型発電機起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬空冷ユニット起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・現場状態監視 F1班 2

・現場状態監視 F2班 2

使用済燃
料受入
れ・貯蔵
建屋

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00

・他作業場所にて、対策を実施

第11.2.1－２図　燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処（想定事故２）に係る作業と所要時間（1/3）



作業名 作業班 要員数

・設備運搬（移動含む）（可搬型代替注水設備、可搬型監視設備） AB5班、AB6班 4

・設備運搬（移動含む）（可搬型監視設備、可搬型発電機） AB7班、AB8班 4

・設備運搬（可搬型空冷ユニット等）
AB5班、AB6班
AB7班、AB8班

8

・ホース敷設　建屋内外ホース接続
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・注水開始・流量確認
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬型発電機起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬空冷ユニット起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・現場状態監視 F1班 2

・現場状態監視 F2班 2

使用済燃
料受入
れ・貯蔵
建屋

24:00 25:00 26:00 27:00 28:00 29:00 30:00 31:00 32:00 33:00 34:00 35:00 36:00 37:00 38:00 39:00 40:00 41:00 42:00 43:00 44:00 45:00 46:00 47:00

・他作業場所にて、対策を実施 

第11.2.1－２図　燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処（想定事故２）に係る作業と所要時間（2/3）



作業名 作業班 要員数

・設備運搬（移動含む）（可搬型代替注水設備、可搬型監視設備） AB5班、AB6班 4

・設備運搬（移動含む）（可搬型監視設備、可搬型発電機） AB7班、AB8班 4

・設備運搬（可搬型空冷ユニット等）
AB5班、AB6班
AB7班、AB8班

8

・ホース敷設　建屋内外ホース接続
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・注水開始・流量確認
AB4班、AC11班
AC14班、AC15班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・監視設備配置　ケーブル敷設・接続
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬型発電機起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・可搬型空冷ユニット設置　可搬型空冷ユニット用ホース敷設
AC5班、AC6班
AC7班、AC10班

8

・可搬空冷ユニット起動
AC1班、AC2班
AC3班、AC4班

8

・現場状態監視 F1班 2

・現場状態監視 F2班 2

使用済燃
料受入
れ・貯蔵
建屋

48:00 49:00 50:00 51:00 52:00 53:00 54:00 55:00 56:00 57:00 58:00 59:00 60:00 61:00 71:0062:00 63:00 64:00 65:00 66:00 67:00 68:00 69:00 70:00

・他作業場所にて、対策を実施

第11.2.1－２図　燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失への対処（想定事故２）に係る作業と所要時間（3/3）



水供給及び回収の
準備

対策 作業 作業班 要員数

水の供給
・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視
（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋）

２

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬
準備（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋）

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び
敷設（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋）

作業班

建屋外2班

建屋外3班 建屋
外4班 建屋外5
班 建屋外6班

建屋外2班

建屋外2班

建屋外1班
建屋外4班

建屋外3班

建屋外3班
建屋外4班
建屋外5班

建屋外6班

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6
班 建屋外7班

建屋外4班

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

建屋外1班

建屋外1班
建屋外8班

建屋外1班
建屋外8班

建屋外1班
建屋外8班

建屋外1班
建屋外8班

燃料給油班

経過時間(時間)

備　　考

６

２

８

・可搬型排水受槽の運搬車による搬送，設置及び可搬
型建屋外ホースとの接続（分離建屋，精製建屋及びウ
ラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

６

・可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースとの接続
（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋）

６

・水の供給流量の調整（分離建屋，精製建屋及びウラ
ン・プルトニウム混合脱硝建屋） ４

２

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋）

６

水供給

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホース及び運搬車の
確認 ２ 全建屋共通

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備
（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋）

２

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設，
アクセスルート整備の資機材運搬（分離建屋，精製建
屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

２

・第１貯水槽，第２貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，
可搬型建屋外ホース，可搬型排水受槽，中型移送ポン
プ運搬車及びホース展張車の確認

８

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプ
の運搬（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋）

・可搬型中型移送ポンプの試運転（分離建屋，精製建
屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋） ２

・可搬型建屋外ホースの状態確認（分離建屋，精製建
屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

対策 作業 要員数

２

・第１貯水槽及び第２貯水槽から各建屋までのアクセ
スルート(南ルート)の確認 ２

経過時間(時間)

備　　考

全建屋共通

・出動指示まで車両内での待機

３

水供給

・ホイール ローダの確認

３

・アクセスルートの整備（分離建屋，精製建屋及びウ
ラン・プルトニウム混合脱硝建屋） ３

第１貯水槽又は第
２貯水槽から各建
屋へのアクセス
ルートの整備

・第１貯水槽及び第２貯水槽から各建屋までのアクセ
スルート(北ルート)の確認

・アクセスルートの整備（高レベル廃液ガラス固化建
屋，及び前処理建屋及び使用済み燃料受入れ・貯蔵建
屋）

３

建屋外7班

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 7:00 8:00 10:00 6:00 9:00 

▽事象発生

11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 17:00 19:00 21:00 23:00 16:00 18:00 20:00 22:00 24:00 26:00 28:00 30:00 32:00 25:00 27:00 29:00 31:00 

0:35 

0:35 

0:10 

0:20 

1:30 1:30 

0:40 

▽事象発生
精製建屋 

対策の制限時間(蒸発乾固) 
分離建屋 

対策の制限時間(蒸発乾固) 

ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋

対策の制限時間(蒸発乾固) 
▽ ▽ 

0:20 

0:10 

0:30 

0:20 

1:00 1:00 

0:30 

0:30 

▽ 

1:00 

0:30 

1:00 

0:10 

0:30 

1:30 2:00 

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 7:00 8:00 10:00 6:00 9:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 17:00 19:00 21:00 23:00 16:00 18:00 20:00 22:00 24:00 26:00 28:00 30:00 32:00 25:00 27:00 29:00 31:00 

32:00 34:00 36:00 38:00 33:00 35:00 37:00 

34:00 36:00 38:00 33:00 35:00 37:00 

「精製建屋」「分離建屋」「ウランプルトニウム混合脱硝建屋」水供給開始 

第11.2.1－３図　「水供給」の作業と所要時間



水供給

・水の供給流量の調整（高レベル廃液ガラス固化建
屋）

６

水供給の準備

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備
（使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

水の供給

・可搬型建屋外ホースの状態確認（高レベル廃液ガラ
ス固化建屋）

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプ
の運搬（使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外6班

２

２

６
建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

対策 作業 作業班 要員数

建屋外3班
建屋外4班
建屋外5班

建屋外6班

備　　考

前処理建屋
対策の制限時間(蒸発乾固):約148時間

建屋外6班

建屋外3班

建屋外3班

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6
班 建屋外7班

２

経過時間(時間)

建屋外8班
建屋外9班

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視
（高レベル廃液ガラス固化建屋）

故障時バックアップ
可搬型中型移送ポ

ンプの設置

水の供給

２
建屋外1班

建屋外3班
２

・中型移送ポンプ運搬車による故障時バックアップ可
搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外4班
２

・故障時バックアップ可搬型中型移送ポンプの設置及
び起動確認

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

６

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6
班 建屋外7班

８

・可搬型建屋外ホースの敷設（使用済み燃料受入れ・
貯蔵建屋　ホース展張車侵入不可部分を人手による運
搬敷設）

・水の供給流量の調整（使用済み燃料受入れ・貯蔵建
屋）

建屋外4班
建屋外5班 ３

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視
（使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外1班
２

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び
敷設（高レベル廃液ガラス固化建屋） ８

水供給及び回収の
準備

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプ
の運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋） ２

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（高レベ
ル廃液ガラス固化建屋) ６

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬
準備（高レベル廃液ガラス固化建屋） ２

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備
（高レベル廃液ガラス固化建屋） ２

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
（高レベル廃液ガラス固化建屋）

・可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬
型建屋外ホースとの接続（高レベル廃液ガラス固化建
屋）

６

・可搬型建屋外ホースの可搬型建屋内ホースとの接続
（高レベル廃液ガラス固化建屋）

・可搬型中型移送ポンプの試運転（高レベル廃液ガラ
ス固化建屋）

建屋外1班

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（使用済
み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外3班
建屋外4班
建屋外5班

６

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬
準備（使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外6班
２

２

・可搬型建屋外ホースの状態確認（使用済み燃料受入
れ・貯蔵建屋）

建屋外4班
建屋外5班 ４

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
（使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外3班
２

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び
敷設（使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6
班 建屋外7班

８

・可搬型中型移送ポンプの試運転（使用済み燃料受入
れ・貯蔵建屋）

建屋外1班
２

▽事象発生

高レベル廃液ガラス固化建屋 
対策の制限時間(蒸発乾固) 

▽ 

0:10 

0:30 

0:30 

1:00 1:00 

1:00 

1:00 

1:00 

0:20 

1:00 

1:30 

0:30 

▽事象発生

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 7:00 8:00 10:00 6:00 9:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 17:00 19:00 21:00 23:00 16:00 18:00 20:00 22:00 24:00 26:00 28:00 30:00 32:00 25:00 27:00 29:00 31:00 

0:10 

0:30 

0:30 

0:30 

1:30 

0:30 

0:30 

1:00 

0:30 

0:30 

1:00 

0:30 

使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋 
対策の制限時間(蒸発乾固) 

▽ 

34:00 36:00 38:00 33:00 35:00 37:00 

「高レベル廃液ガラス固化建屋」水供給開始 

「使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋」水供給開始 

第11.2.1－３図　「水供給」の作業と所要時間



経過時間(時間)

備　　考

前処理建屋
対策の制限時間(蒸発乾固):約148時間

水供給

建屋外6班

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び
敷設（前処理建屋）

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（前処理
建屋） ６

建屋外1班

水の供給

・水の供給流量の調整（前処理建屋）
３

水供給及び回収の
準備

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプ
の運搬（前処理建屋） ２

２

８

建屋外4班
建屋外8班

建屋外4班
建屋外5班

建屋外4班
建屋外5班

建屋外4班
建屋外5班

・可搬型排水受槽と可搬型建屋外ホースの接続（前処
理建屋）

建屋外6班

建屋外3班
建屋外4班
建屋外5班

建屋外3班

建屋外3班

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6
班 建屋外7班

作業 作業班

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬
準備（前処理建屋） ２

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備
（前処理建屋） ２

要員数

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視
（前処理建屋） ２

建屋外1班

４

・可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースとの接続
（前処理建屋） ４

・可搬型中型移送ポンプの試運転（前処理建屋）
２

・可搬型建屋外ホースの状態確認（前処理建屋）
４

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
（前処理建屋）

1:00 

0:10 

0:30 

0:20 

1:00 

1:00 

1:00 

0:40 

0:30 

0:30 

1:00 

1:00 

▽事象発生▽事象発生

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 7:00 8:00 10:00 6:00 9:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 17:00 19:00 21:00 23:00 16:00 18:00 20:00 22:00 24:00 26:00 28:00 30:00 32:00 25:00 27:00 29:00 31:00 34:00 149:00 33:00 147:00 148:00 

前処理建屋 
対策の制限時間(蒸発乾固)▽

「前処理建屋」水供給開始 
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２

作業

建屋外2班

作業班 要員数

経過時間(時間)

建屋外7班

水供給 ６

２

排水の循環

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプ
の運搬（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋）

２

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋）

６

・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視（分
離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝
建屋）

２

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（高レベ
ル廃液ガラス固化建屋）

・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視（前
処理建屋） ２

建屋外6班

建屋外5班

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

建屋外2班

対策

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプ
の運搬（前処理建屋）

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（前処理
建屋） ６

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプ
の運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋） ２

建屋外3班・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視（高
レベル廃液ガラス固化建屋）

備考

前処理建屋
対策の制限時間(蒸発乾固):約148時間

建屋外5班
建屋外6班
建屋外7班

▽事象発生

0:30 

1:00 

0:30 

0:30 

0:30 

0:30 

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 7:00 8:00 10:00 6:00 9:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 17:00 19:00 21:00 23:00 16:00 18:00 20:00 22:00 24:00 26:00 28:00 25:00 27:00 149:00 147:00 148:00 152:00 150:00 151:00 155:00 153:00 154:00 

▽ 

前処理建屋 
対策の制限時間(蒸発乾固) 
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評 価 結 果 

燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用） 

① 沸騰へ寄与する水量 約 2,289ｍ３ 

② 崩壊熱量 約 2,450ｋＷ 

② 沸騰までの時間 約 36時間 

第 11.2.2－１図 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（想定事故２）」に 

おける燃料貯蔵プール等の沸騰時間評価結果 

プール水冷却
系配管（吐出
し側） 使用済燃料集合体 

サイフォン ブレーカ孔位置
：通常水位－0.45ｍ

スロッシング
収束後におけ
る水位：
通常水位

－0.60ｍ 

越流せき（下端）： 
通常水位－0.40ｍ 

プール水冷却系配管（吸込み側） 



第11.2.2－２図　想定事故２（スロッシング）における燃料貯蔵プール等水位の推移
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事故後の時間[h] 

事象発生から約36時間後 

燃料貯蔵プール水温が100℃に到達

し，沸騰による水位低下開始 

可搬型中型移送ポンプの間欠運転又

は流量調整により通常水位を目安に

水位を確保し，安定状態を維持 

以降，水位維持を継続 

評価上、事象発生と同時に，瞬時にスロッ

シング収束後の水位（通常水位より0.60ｍ

下）まで水位が低下することを想定する。

事象発生から21時間30分後 

代替補給水設備（注水）による注水に

より，通常水位へ水位を回復し維持 



第11.2.2－３図　想定事故２（配管漏えい）における燃料貯蔵プール等水位の推移
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事故後の時間[h] 

可搬型中型移送ポンプの間欠運転又

は流量調整により水位を確保し，安

定状態を維持 

以降，水位維持を継続 

評価上、事象発生と同時に，瞬時にサイ

フォン ブレーカ孔位置（通常水位より0.45

ｍ下）まで水位が低下することを想定する。

事象発生から21時間30分後 

代替補給水設備（注水）による注水に

より，水位を回復し維持 

プール水冷却系配管の吸込み側の破損

による小規模漏えいを想定した場合，

配管が接続する越流せき以上の水位を

確保することができないことから，越

流せき上端である通常水位－0.40ｍを

目安に注水し，水位を回復し維持する 

プール水冷却系配管の吐出し側の破損を

想定した場合，サイフォン効果による小

規模漏えいが発生し，プール水の漏えい

はサイフォン ブレーカ位置において停止

する。その後，水位は通常水位まで回復

できることから，通常水位を目安に注水

し，水位を回復し維持する 

事象発生から約36時間後 

燃料貯蔵プール水温が100℃に到達

し，沸騰による水位低下開始 



第 11.2.2－４図 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（想

定事故２）」における燃料貯蔵プール等の

水位と線量率  
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使用済燃料集合体からの 

線量率が支配的な水位 

プール水からの線量率の寄与が低

下し、線量率が若干低下する水位 

放射線の遮蔽が 

維持される水位 

通常水位から 

約5.0ｍ下 

約5.0ｍ 約2.4ｍ 

スロッシング後

の水位 
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有効性評価における貯蔵容量の設定根拠について 

１．事業指定申請書における最大貯蔵能力について 

 事業指定申請書において，使用済燃料の燃料貯蔵施設における貯蔵容量

は以下のとおりである。 

燃料貯蔵プール貯蔵容量：3,000ｔ・ＵＰｒ 

ＢＷＲ使用済燃料集合体：1,500ｔ・ＵＰｒ 

ＰＷＲ使用済燃料集合体：1,500ｔ・ＵＰｒ 

（事業指定申請書 本文「ニ．(３)(ⅱ)(ｂ)」及び添付書類六「第 3.3－２表」） 

２．有効性評価における各燃料貯蔵プールの貯蔵容量の設定について 

 使用済燃料貯蔵設備の燃料貯蔵プールは，ＢＷＲ燃料用（１基），ＰＷＲ

燃料用（１基），ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用（１基）の合計３基で構成さ

れている。 

 ＢＷＲ燃料用（１基）はＢＷＲ使用済燃料集合体のみを，ＰＷＲ燃料用

（１基）はＰＷＲ使用済燃料集合体のみを貯蔵できる燃料貯蔵プールとな

っており，ラック容量からＢＷＲ燃料用（１基）は約 1,000ｔ・ＵＰｒのＢ

ＷＲ使用済燃料，ＰＷＲ燃料用（１基）は約 1,000ｔ・ＵＰｒのＰＷＲ使用

済燃料が貯蔵できる容量を有する。 

 １．に記載のとおり，燃料貯蔵プール貯蔵容量は 3,000ｔ・ＵＰｒである

こと，また，ＢＷＲ使用済燃料集合体及びＰＷＲ使用済燃料集合体の貯蔵

容量はそれぞれ 1,500ｔ・ＵＰｒずつであり，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料

用）及び燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）で各々1,000ｔ・ＵＰｒ貯蔵でき

ることから，残りのＢＷＲ使用済燃料 500ｔ・ＵＰｒ及びＰＷＲ使用済燃料

燃料 500ｔ・ＵＰｒを燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）の貯
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蔵量として設定する（表１）。 

表１ 有効性評価における各燃料貯蔵プールの貯蔵容量の設定 

燃料種別 

燃料貯蔵プール

（BWR 燃料用） 

貯蔵量[t・UPr] 

燃料貯蔵プール

（PWR 燃料用） 

貯蔵量[t・UPr] 

燃料貯蔵プール

（BWR 燃料用及び

PWR 燃料用） 

貯蔵量[t・UPr] 

ＢＷＲ使用済燃料集合体 1,000  500 

ＰＷＲ使用済燃料集合体  1,000 500 

各プールの貯蔵量[t・UPr] 1,000 1,000 1,000 

貯蔵容量[t・UPr] 3,000（ＢＷＲ：1,500，ＰＷＲ；1,500） 

 

３．沸騰時間評価結果について 

 ２．の貯蔵容量により，各燃料貯蔵プールでの沸騰時間を算出した結果

を表２に示す。算出した沸騰時間に対し，代替補給水設備（注水）による

注水は 21 時間 30 分で可能であることから，対策は実施可能であることを

確認した。 

表２ 各燃料貯蔵プールにおける崩壊熱量と沸騰時間 

各プールの崩壊熱量と 

沸騰時間 

燃料貯蔵プール

（BWR 燃料用） 

燃料貯蔵プール

（PWR 燃料用） 

燃料貯蔵プール

（BWR 燃料用及び

PWR 燃料用） 

崩壊熱量[kW] 2,360 2,450 2,440 

沸騰時間[h] 

（スロッシング時） 
約 37 約 36 約 36 

 

４．貯蔵容量の不確かさについて 

 設工認申請書において，各燃料貯蔵プールの燃料種別ごとの貯蔵体数は

以下のとおりとなっている（表３）。 
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表３ 各燃料貯蔵プールにおける使用済燃料集合体の最大貯蔵体数 

燃料種別 

燃料貯蔵プール

（BWR 燃料用） 

貯蔵体数[体] 

燃料貯蔵プール

（PWR 燃料用） 

貯蔵体数[体] 

燃料貯蔵プール

（BWR 燃料用及び

PWR 燃料用） 

貯蔵体数[体] 

ＢＷＲ使用済燃料集合体 6,149 2,491 

ＰＷＲ使用済燃料集合体 2,408 1,180 

 既許可の安全審査において「輸送用破損燃料収納缶内部水放射性物質量

の設定について」説明しており，ＢＷＲ使用済燃料集合体及びＰＷＲ使用

済燃料集合体の１体あたりの照射前ウラン重量（ｔ・ＵＰｒ／体）は以下の

とおりとしている。 

  ＢＷＲ使用済燃料集合体 ： 0.175（ｔ・ＵＰｒ／体） 

  ＰＷＲ使用済燃料集合体 ： 0.460（ｔ・ＵＰｒ／体） 

 上記を適用した場合，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プ

ール（ＰＷＲ燃料用）においては，２．で設定した貯蔵容量を超過する可

能性があることから，これを不確かさとして評価した結果，もっとも沸騰

時間が短い結果となる燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）において約 34 時間

となるものの，可搬型中型移送ポンプによる注水が完了できる 21 時間 30

分に対して余裕がある。 

 以上から，貯蔵容量の不確かさを考慮しても，注水は十分可能であるこ

とを確認した。 
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１ . 概 要

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設（以下，「Ｆ施設」とい

う。）における重大事故等の想定事象２では，スロッシングによ

る溢水量を考慮した水位を評価条件としている。スロッシングに

よる溢水量の評価については、以下に示す使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋に設置しているピットやプール等（以下，「燃料貯蔵プー

ル等」という。）を対象として評価を行っている。

本補足説明資料は，スロッシング収束後の水位を求める評価手

法について説明する。

・ 燃料取出しピットＡ，Ｂ

・ 燃料仮置きピットＡ，Ｂ

・ 燃料移送水路

・ 燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）

・ 燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）

・ 燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）

・ チャンネルボックス・バーナブルポイズン取扱ピット

（チャンネルボックス用）

・ チャンネルボックス・バーナブルポイズン取扱ピット

（バーナブルポイズン用）

・ チャンネルボックス・バーナブルポイズン取扱ピット

（チャンネルボックス及びバーナブルポイズン用）

・ 燃料送出しピット

・ 増設ピット

・ 上記プール，ピット及び水路間の水路
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２ . スロッシング収束後の水位の評価方法  

２．１  評価内容及び評価条件  

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋（以下「ＦＡ建屋」という。）の

燃料貯蔵プール等を評価範囲とし，第２．１－１図に示す評価手

順で速度ポテンシャル理論による溢水量を求め スロッシング収

束後の水位を算出する。  

Ｆ施設の燃料貯蔵プール等の構造体としては全て繋がった構

造であるが，１２種類の構造体に分割しそれぞれの燃料貯蔵プー

ル等の固有周期を求め，固有周期に基づく応答加速度から最大波

高を算出し，燃料貯蔵プール等の周辺に設置する止水板を超える

溢水高さから燃料貯蔵プール等の溢水量を求め，それぞれの燃料

貯蔵プール等の溢水量を合計することで燃料貯蔵プール等全体

の溢水量を求める。求めた溢水量から燃料貯蔵プール等の水面高

さを求めスロッシング後の水位を算出する。  

評価に用いる地震動は基準地震動Ｓｓに対して 1.2 倍した地

震動を用いる。  

また，燃料貯蔵プール等の周辺に設置する止水板の高さを超え

るＦＡ建屋の１階床面への溢水は無限遠へ流れるものとし，壁の

反射によりプールへ戻る水は考慮しない。  

評価条件は第２．１－１表に示し，分割する燃料貯蔵プール等

の配置を第２．１－２図に示す。  
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第２．１－１図  スロッシング後の水位の評価フロー図

分割した燃料貯蔵プール等の

固有周期算出

固有周期に基づく応答加速度

を抽出

ＦＡ建屋

地震応答解析

基準地震動Ｓｓ×1.2

燃料貯蔵プール等の設置基準

床の床応答スペクトルの作成

分割した燃料貯蔵プール等の

スロッシングによる最大波高

を算出

燃料貯蔵プール等を12種類の

構造体へ分割する。

分割した燃料貯蔵プール等の

スロッシングによる溢水量を

合計

水面の高さを算出し，スロッ

シング後の水位を算出

分割した燃料貯蔵プール等の

スロッシングによる溢水量の

算出
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第２．１－１表  評価条件

評価条件

評価範囲 ＦＡ建屋に設置している燃料貯蔵プール等

初期水位 EL.54.95ｍ （燃料貯蔵プール水位低警報値） 

境界条件

止水板（ 0.9ｍ）を越える溢水高さを越えた水

は溢水量とし，プール水は壁による溢水の跳ね

返りは考慮しない。  

評価手法

速度ポテンシャル理論

燃料貯蔵プール等を 12 種類の形状へ分割する。 

評価用

地震動

FA 建屋の基準地震動に対して 1.2 倍の地震動

（以下，「 1.2Ss」という。）を使用する。  

1.2Ss の EL.55.30 の床応答スペクトルを使用す

る。  

その他

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 に 設 置 し て い る 水 中 機 器 は

考慮せず，燃料貯蔵プール等内の水は全て揺動

する。  

ス ロ ッ シ ン グ 抑 制 の た め に 設 置 す る 蓋 は 考 慮

しない。
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第２．１－２図  速度ポテンシャル理論に用いる

燃料貯蔵プール等の分割図

２．２  止水板及び蓋について

(1) 止水板

スロッシングによる溢水の抑制のために設置する止水板は

燃料貯蔵プール等周辺に既に設置されている手摺の位置に設

置するものとし，高さは燃料貯蔵プール等の上部を走行する

クレーンが緩衝しないようガーダの下端位置（約１．０ｍ）

から０．９ｍに設定し，速度ポテンシャル理論によるスロッ

シングの評価においてはその効果を期待する。

概要図を第２．２－１図に示す。

(2) 蓋

開口部を塞ぐことによりスロッシングによる溢水を抑制す

る蓋は，全ての増設ピット及び燃料貯蔵プール等の上部を走

燃料仮置き
ピットＡ

燃料取出し
ピットＡ

燃料送出し
ピット

燃料仮置き
ピットＢ

燃料取出し
ピットＢ 燃料貯蔵

プール
（ＢＷＲ燃料用）

燃料貯蔵
プール

（ＰＷＲ燃料用）

燃料貯蔵
プール

（ＢＷＲ燃料及び
ＰＷＲ燃料用）

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ用）

燃料移送水路 燃料移送水路 燃料移送水路 燃料移送水路燃料移送水路

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ用）

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ及び

ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ用）

増設ピット 増設ピット 増設ピット

⑤

⑦⑦

⑥⑥

②

③ ③ ③

④ ④ ④

① ① ①

⑫ ⑫

⑪ ⑪

⑩ ⑩ ⑩

⑨ ⑨ ⑨

⑧ ⑧ ⑧
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行するクレーンによる燃料移送水路への使用済燃料の移動に

影響のない燃料移送水路の一部に設置するものとするが，速

度ポテンシャル理論によるスロッシングの評価においてはそ

の効果は期待せず，蓋の設置箇所からは溢水するものとする。 

設置範囲図を第２．２－２図に示す。  

 

 

第２．２－１図  止水板の設置概要図  

A部

A部
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第２．２－２図  止水板および蓋の設置範図

２．３  速度ポテンシャル理論について

スロッシングの評価手法としては，詳細評価として解析プログ

ラムによる流動解析，簡易手法の一つとして速度ポテンシャル理

論の手法があり，対象とする設備も一般のタンク類から使用済燃

料プールと幅広く，評価する項目としても波高による容器の蓋へ

の衝撃圧力，側壁に加わる動水圧による荷重と多様である。  

速度ポテンシャル理論は第２．２－１図に示すとおり，波形状

が双曲線正接（ｔａｎｈ）のような形状となり最大波高を求める

ことができる。（ x を躯体形状とし，ｙをスロッシングの波形状

となる。）  

燃料仮置き
ピットＡ

燃料取出し
ピットＡ

燃料送出し
ピット

燃料仮置き
ピットＢ

燃料取出し
ピットＢ 燃料貯蔵

プール
（ＢＷＲ燃料用）

燃料貯蔵
プール

（ＰＷＲ燃料用）

燃料貯蔵
プール

（ＢＷＲ燃料及び
ＰＷＲ燃料用）

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ用）

燃料移送水路 燃料移送水路 燃料移送水路 燃料移送水路燃料移送水路

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ用）

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ
取扱ﾋﾟｯﾄ（ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ及び

ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ用）

増設ピット 増設ピット 増設ピット

：蓋の設置範囲

：止水板の設置範囲
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第２．３－１図  双曲線正接図  

 

２．４  速度ポテンシャル理論による溢水量評価  

(1)  固有周期及び最大波高の算出  

１２種類に分割した燃料貯蔵プール等の速度ポテンシャル

理論での固有周波数（ｆ）①と最大波高（ Dmax）②は次式にて

求める。  

f =
1

2𝜋
√
1.571

𝐿
𝑔 × 𝑡𝑎𝑛ℎ (1.571

𝐻

𝐿
)  [𝐻𝑧] ················· ① ＊  

Dmax = 0.811
𝐿

𝑔
𝛼1 [𝑚] ··························· ② ＊  

f：一次固有周波数 [Hz]  Dmax：最大波高（ｍ）  

L：スロッシング長さ [ｍ ]（地震方向長さの１／２）  

H：燃料貯蔵プール等の水深 [ｍ ] 

ｇ：重力加速度 [m/sec 2]  α 1：加速度スペクトル [m/s 2] 

  

最大波高  
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＊：①及び②の出典は以下のとおり

基礎式：機械工学便覧  基礎編  

矩形展開式：耐震設計の標準化に関する調査報告書  別冊２

（機器系）昭和 60 年 3 月  （財）原子力工学

試験センター  

また，速度ポテンシャル理論は最大波高を算出する式であるた

め，最大波高は溢水量が多くなるよう燃料貯蔵プール等の端部に

発生するものとした。  

スロッシングにおける溢水量の設定を第２．４．１図～第２．

４．３図に示し，燃料貯蔵プール等の固有周期及び最大波高を第

２．４－１表に示す。  

第２．４－１図  スロッシング時の溢水量の設定（ＥＷ方向）

地震方向（ＥＷ）

地震方向長さ：２Ｌ

スロッシング長さ：Ｌ

溢
水

高
さ

最
大
波
高
：

Ｄ
ｍ
ａ
ｘ

溢水量㎥

止水板
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第２．４－２図  スロッシング時の溢水量の設定（ＮＳ方向）  

 

 

第２．４－３図  スロッシング時の溢水量の設定（断面）  

 

(2)  溢水量の算出  

(1)にて算出した最大波高のうち，止水板の高さを越える波

高を溢水高さとし，スロッシング長さ（Ｌ）（地震方向長さ２

Ｌの１／２）と掛け合わせた面積を溢水断面積とする。  

地震方向長さ：２Ｌ

水
深

：
Ｈ

最
大

波
高

：

Ｄ
ｍ
ａ
ｘ

Ａ：溢水断面積
止水板

スロッシング長さ：Ｌ

溢
水

高
さ

0
.9
m

0
.0
5
m

EL.55.30

初期水位.54.95

1
.3
m

最
大
波
高
：

Ｄ
ｍ
ａ
ｘ

溢
水
高
さ

止水板

開口長さ：ｌ

溢水量㎥
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（次式③）

最大波高と同様，溢水量が多くなるよう開口長さ（ｌ）から

溢水することを想定して溢水断面積（Ａ）に掛け合わせ溢水量

とした。（次式④）  

溢水断面積（ A）＝（最大波高（ Dmax）－止水板高さ）×地震

方向長さ（２Ｌ）／２  ·············· ③

溢水量＝溢水断面積（ A）×開口長さ（ l）×箇所数  ·· ④

速度ポテンシャル理論における 燃料貯蔵プール等の溢水量

の合計は１０９５㎥となる。  

燃料貯蔵プール等の溢水量の算出結果を第２．４－１表に示

す。  
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第２．４－１表  分割した燃料貯蔵プール等の溢水量評価結果  

 

 

３ . スロッシング後の水位の評価結果  

２．４にて算出した溢水量から燃料貯蔵プール等の低下する高

さを求めスロッシング後の水位を以下のとおり算出した。  

 

ＮＯ．

名称

地震方向 NS EW NS EW NS EW NS EW NS EW NS EW
振動方向長さ2L（m） 3.00 3.15 100.10 5.00 11.30 26.50 11.30 3.00 13.80 20.40 10.50 6.00

L 1.50 1.58 50.05 2.50 5.65 13.25 5.65 1.50 6.90 10.20 5.25 3.00
水深H（m）
固有周期(s) 1.96 2.01 18.70 2.53 3.81 6.23 3.81 1.96 4.23 5.27 3.67 2.77

固有周期に対応する加速度

スペクトルα1(m/s2)
6.57 6.57 0.29 8.63 5.83 1.45 5.83 6.57 3.04 2.68 6.11 8.63

最大波高D(m) 0.82 0.86 1.21 1.79 2.73 1.59 2.73 0.82 1.74 2.27 2.66 2.15

溢水断面積A(m2) 0.00 0.00 0.00 1.23 8.08 3.85 8.08 0.00 3.04 9.90 7.14 2.55

21.00
33.90

箇所数
25.90
41.70

ＮＯ．

名称

地震方向 NS EW NS EW NS EW NS EW NS EW NS EW
振動方向長さ2L（m） 9.40 4.40 2.00 1.00 1.20 2.00 1.20 2.00 1.20 2.00 2.20 3.30

L 4.70 2.20 1.00 0.50 0.60 1.00 0.60 1.00 0.60 1.00 1.10 1.65
水深H（m）
固有周期(s) 3.47 2.37 1.60 1.13 1.24 1.60 1.24 1.60 1.24 1.60 1.68 2.06

固有周期に対応する加速度

スペクトルα1(m/s2)
6.18 8.63 5.79 11.29 10.85 5.79 10.85 5.79 10.85 5.79 4.70 6.57

最大波高D(m) 2.41 1.58 0.48 0.47 0.54 0.48 0.54 0.48 0.54 0.48 0.43 0.90

溢水断面積A(m2) 5.22 0.62 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

箇所数

㎥
ｍ

54.40 ｍ

燃料送出しﾋﾟｯﾄ 燃料仮置きﾋﾟｯﾄ

85.70 53.60溢水量(m3) 0.00

3 1 3 3 1 2

72.80 0.00 62.10 136.700.00 642.40 130.600.00

スロッシング後の水位

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

*2：スロッシング水の溢水を抑制するために設置する蓋を考慮しない。

12.25 12.25 11.45 11.45 11.45 11.45

増設ピット 燃料移送水路 燃料貯蔵プール
ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・
ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ

取扱ﾋﾟｯﾄ

溢水量(m3)
SRSS

0.00
25.90

655.55 72.80 150.15

開口部長さl(m) 3.15 3.00 5.00 26.50 11.30 3.00 11.30 20.40 13.80 6.00 10.50

101.09
41.70

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

54.95
54.90

54.37 53.86

開口部長さl(m) 4.40 9.40

6.65 7.05

燃料取出しﾋﾟｯﾄ
増設ピット・

燃料移送水路間
燃料移送水路・

燃料貯蔵プール間

燃料貯蔵プール・

ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ・ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙ
ﾎﾟｲｽﾞﾝ取扱ﾋﾟｯﾄ間

燃料移送水路・
仮置きﾋﾟｯﾄ間

燃料取出しピット・

仮置きﾋﾟｯﾄ間

2.20

13.05 6.65 6.65 6.65

2 3 3 3 2 2

1.20 2.00 1.20 2.00 1.20 3.301.00 2.00 2.00

0.00

溢水量(m3)
SRSS

47.47 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00溢水量(m3) 46.00 11.70 0.00 0.00 0.00

低下する高さ(m) 0.00
0.05

0.08
0.73 0.72 0.58 1.09

スロッシング後の水位
EL：(m) 54.87

54.22 54.23

0.55

0.00 0.00 0.00

54.95 54.95 54.95 54.95 54.95

1095溢水合計
低下する高さ

*1：燃料移送水路の固有周期が18.66秒と長周期であるが，10秒の震度の0.03m/s2×ｇを使用する。

低下する高さ(m)

スロッシング後の水位
EL：(m)

0.57

54.38

0.00 0.00

*3：燃料移送水路の溢水量の上段は燃料受入れエリア側、下段が燃料貯蔵プールエリア側を示す。

*3

*3

*3

*3

*3

*3

*3

*3

*1

*2，3

*2，3
*2 *2
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・低下する高さ（ｍ）＝溢水量（㎥）／燃料貯蔵プール等面積２００１㎡

・スロッシング収束後の水位＝初期水位ＥＬ５４．９５－低下する高さ（ｍ） 

燃料貯蔵プール等の中で燃料仮置きピットの水位低下が１．０

９ｍで燃料貯蔵プール等の中で最も水位が低下するが，燃料貯蔵

プール等は全て繋がった状態であるため，時間経過により水位は

均一状態になる。  

そのため，燃料貯蔵プール等全体の水位の低下は，溢水量１０

９５㎥と燃料貯蔵プール等の面積より初期水位より０．５５ｍと

なり，スロッシング収束後の水位はＥＬ．５４．４０となる。  

燃料貯蔵プール等全体の水位変動の関係を第３．１－１図に示

す。  

次項に，燃料貯蔵プール等の補修時のピットゲート及びプール

ゲートを設置した状態におけるスロッシング溢水量による水位

の低下を示す。  
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第３．１－１図  スロッシングにおける水位変動図

４ . ピットゲート及びプールゲート閉状態での溢水量評価

燃料貯蔵プール等には，万が一プール水が漏えいした際，他

の健全な燃料貯蔵プール等を隔離して補修することを目的に，

ピットゲート及びプールゲートが設置されている。  

ピットやプールの補修にあたっては，補修対象の燃料貯蔵プ

ール等に使用済燃料が存在しない状態でピットゲートやプール

ゲートにより隔離が行われる。  

サイフォンブレーカ

EL：54.55m 水深：11.05m

燃料貯蔵プール等初期水位/水深

EL：54.95m 水深：11.45m
止

水
板

高
さ

E
L
：

5
6
.2
5
m（

0.
9
m）

0.55m低下

スロッシング収束後の水位/水深

EL：54.40m 水深：10.90m

遮蔽水深

EL：50.00m 水深：6.05m
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このため、通常状態においてピットゲートやプールゲートを

設置することはないが，燃料貯蔵プールが健全な状態でプール

ゲートを設置した場合のスロッシングによる水位の低下につ

いて評価を行った。第４．１－１図に示す燃料貯蔵プール及び

チャンネルボックス・バーナブルポイズン取扱ピットを隔離し

た状態を示すが，燃料貯蔵プール 1 体の溢水量は２１８．５２

㎥，チャンネルボックス・バーナブルポイズン取扱ピットは２

４．２７㎥であるため，合計２４２．７９㎥となる。燃料貯蔵

プール及びチャンネルボックス・バーナブルポイズン取扱ピッ

トの面積は３３３．３５㎡であるため，低下する高さは０．７

３ｍとなり，水面はＥＬ．５４．２２となる。

第４．１－１図  プールゲート設置の状態図

以  上

増設ピット

燃料移送水路

燃料貯蔵プール

（面積：299.45㎡）

チャンネルボックス・バーナブルポイズン

取扱ピット

（面積：33.90㎡）

プールゲート

：プール水
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１ . 概要

燃料貯蔵プール等のスロッシング後の水位においては，速

度ポテンシャル理論により溢水量を算出し，溢水量から燃料

貯蔵プール等の水位の低下量を算出している。ここでは，速

度ポテンシャル理論 によるスロッシング の溢水量の 妥当性

について説明する。  

２ . 速度ポテンシャル理論の適用性

スロッシングの評価手法としては，詳細評価として解析

プログラムによる流動解析，簡易手法の一つとして速度ポ

テンシャル理論の手法があり，対象とする設備も一般のタ

ンク類から使用済燃料プールと幅広く，評価する項目とし

ても波高による容器の蓋への衝撃圧力，側壁に加わる動水

圧による荷重と多様である。  

速度ポテンシャル理論は第２図に示すとおり，波形状が

双曲線正接（ｔａｎｈ）のような形状となり最大波高を求

めることができることから，その最大波高を用いて溢水量

を算出することができる。（ x を躯体形状とし，ｙをスロッ

シングの波形状となる。）
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第２図  双曲線正接図  

 

２．１  水の流動が速度ポテンシャル理論へ与える影響の検討  

燃料貯蔵プール等のスロッシング評価において燃料貯蔵

プール等を１２種類の構造体に分割している。  

そのため，連結した部分からのプール水の移行を考慮せず，

保守性として全て溢水することで評価している。分割した構

造体のうち，燃料貯蔵プール等の連結部は燃料貯蔵プールか

らチャンネルボックス・バーナブルポイズン取扱ピット又は

燃料移送水路から燃料貯蔵プールへ水が流動している。  

これらの流動する水が速度ポテンシャル理論により算出

した溢水量への影響について検討を行った。  

 

(1)  評価条件  

連結部を有する燃料貯蔵プール等からの水の流動を考

慮し，流動した水を加算した保有水量で固有周期を算出

し，固有周期の変化の状況により，影響の確認を行った。  

 

 

最大波高  
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(2) 評価結果

燃料貯蔵プール等からの水の流動を考慮した固有周期

および最大波高への影響について第２．１－１図及び第

２．１－２図に示すが，流動した水を保有水量として考

慮しても，固有周期の変化は軽微であり，最大波高の算

出への影響は小さいことを確認した。  

このため，燃料貯蔵プールを１２種類の形状へ分割し

た評価結果へ有意な影響を与えない。  
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第２．１－１図  燃料貯蔵プールへのプール水流入による影響  

A

B

A:水路、増設ピットから流入するスロッシング水

・増設：1.7ｍ3

・増設-水路間：0.3ｍ3

・水路：5.4ｍ3

・水路-プール間：0.6ｍ3

B：CBBP取扱いピットから流入するスロッシング水

・CBBP：0.6ｍ3

・CBBP-プール間：0.6ｍ3

C：水路（止水板を超える）から流入する

スロッシング水

・14.2ｍ3

D：CBBP取扱いピット（止水板を超える）から

流入するスロッシング水

・0ｍ3

合計：27.3ｍ3

プールの水位上昇

27.3/299.45＝0.09117…

＝0.091ｍ

11.52（NWL+20ｍｍ）+0.091

＝11.611ｍ（流入後の水位）

固有周期

T：6.2108sec（流入後）

T：6.2200sec（流入前）

対応する加速度

α（at6.2108）：0.1489G

α（at6.220）：0.1480G

0.1489 

0.148

0.13

0.135

0.14

0.145

0.15

6.2 6.22 6.24 6.26 6.28 6.3

加速度の変化

最大波高さ

【流入前】

D=0.811*13.25/ｇ*0.1480ｇ=1.590371≒1.60m

【流入後】

D=0.811*13.25/ｇ*0.1489ｇ=1.600042≒1.61m

D D

C C

増設ピット

燃料移送水路

燃料貯蔵プール

CBBP取扱いピット



補 11-6-5 

第２．１－２図  燃料移送水路へのプール水流入による影響

A
B

A：仮置きピット、取出しピットから流入するスロッシング

水

・仮置きピット：15.5ｍ3（2基分）

・仮置きピット-水路間：1.2ｍ3（2基分）

・取出しピット-仮置きピット間：2.5ｍ3（2基分）

・取出しピット：8.4ｍ3（2基分）

B：仮置きピット（止水板を越える）から流入する

スロッシング水

・51.4ｍ3（2基分）

C:増設ピットから流入するスロッシング水

・増設：8.4ｍ3（3基分）

・増設-水路間：1.5ｍ3（3基分）

D：CBBPピット、プールから流入するスロッシング水

・水路-プール間：1.8ｍ3（3基分）

・プール：229.2ｍ3（3基分）

・CBBP-プール間：1.8ｍ3（3基分）

・CBBP：13.5ｍ3（3基分）

E：プール（止水板を越える）から流入するスロッシング水

・148.8ｍ3（3基分）

合計：484ｍ3

水路の水位上昇

484/500.5＝0.967033…

＝0.97ｍ

水路水位

12.32+0.97＝13.26ｍ

固有周期

T：2.5311sec（流入前）

T：2.5311sec（流入後）

対応する加速度

α（at2.5311）＝0.88G

0.88

0.85

0.855

0.86

0.865

0.87

0.875

0.88

2.5 2.51 2.52 2.53 2.54 2.55

加速度の変化

最大波高

加速度に変化がないことから、最大波高は変わらな

い。

従って、溢水量も変わらない。

B

C

D
E E

増設ピット

燃料移送水路

燃料貯蔵プール

CBBP取扱い

ピット

取出し

ピット

仮置き

ピット

燃料移送水路
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３ . 速度ポテンシャル理論の保守性の検証

３．１  三次元解析による検証

(1) 評価条件

速度ポテンシャル理論によるスロッシングの溢水量の

保守性について，詳細評価（三次元解析）による結果と比

較し検証した。  

また，燃料貯蔵プール等の中で最も溢水量が多い，燃料

貯蔵プール 1 体をモデル化した。  

三次元解析に使用する解析コードは矩形開放容器のス

ロッシング試験による波高及び溢水量の比較の検証 試験

により検証された汎用熱流体解析コード（ＳＴＡＲ－ＣＤ）

を用いる。  

三次元解析のモデル化範囲及びモデル概要図を第３．１

－１図～第３．１－４図に示し，評価条件を第３．１－１

表に示す。  

第３．１－１図  三次元解析のモデル化範囲（平面）

ＥＬ．５５．３０

Ａ Ａ

Ｂ

Ｂ

１１．３ｍ ２
６

．
５

ｍ

に つ い て は 商 業 機 密 の 観 点 か ら 公 開 で き ま せ ん 。
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第３．１－２図  三次元解析のモデル化範囲（Ａ－Ａ断面）

第３．１－３図  三次元解析のモデル化範囲（Ｂ－Ｂ断面）

１
１

．
８

ｍ

２６．５ｍ
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第３．１－４図  燃料貯蔵プールのモデル概要図

溢水受け

部分

止水板

プール水

部分

１
１
．
８

ｍ

２６.５ｍ

１１.３ｍ

【 モ デ ル メ ッ シ ュ 】

セ ル ： 866,424

節 点 ： 813,499

【 メ ッ シ ュ サ イ ズ 】

最 大 辺 長 さ ： 2.87ｍ  

最 小 辺 長 さ ： 0.025ｍ
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第３．１－１表  評価条件

各種条件 速度ポテンシャル理論 三次元解析

評価範囲 燃料貯蔵プール 1 基 同左

境界条件

止水板（ 0.9ｍ）を越える

溢 水 高 さ を 越 え た 水 は 溢

水 量 と し ， プ ー ル 水 は 壁

に よ る 溢 水 の 跳 ね 返 り は

考慮しない。  

同左

初期水位 EL： 55.02ｍ 同左

評価用

地震波

基準地震動Ｓ s を 1.2 倍し

た床応答スペクトル  

建 屋 ： 使 用 済 燃 料 受 入

れ・貯蔵建屋（ EL：

55.30m）

減衰： 0.5％  

基準地震動Ｓ s を 1.2 倍し

た時刻歴波（解析時間 200

秒）  

建 屋 ： 使 用 済 燃 料 受 入

れ・貯蔵建屋（ EL：

55.30m）

減衰： 0.5％  

地震方向
NS 方向，EW 方向

水平 2 方向および鉛直方

向 3 方向同時入力  

評価手法 速度ポテンシャル理論 解析コード： STAR-CD 

その他

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 に 設 置

し て い る 水 中 機 器 は 考 慮

せ ず ， 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等

内の水は全て揺動する。  

同左
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(2)  溢水量の比較結果  

速度ポテンシャル理論では２３１．５５㎥に対し三次元

解析では１１４．３０㎥となり，約４９％が溢水量として

低減する。  

速度ポテンシャル理論と三次元解析による溢水量の比

較を第３．１－２表に示す。  

 

第３．１－２表  スロッシングによる溢水量比較  

 速度ポテンシャル理論  三次元解析  

スロッシング

による溢水量  

（最大波高）  

２３１．５５㎥  

（２．７３ｍ）  

１１４．３０㎥  

（２．５１ｍ）  

 

三次元解析の評価の溢水量の時間変化を第３．１－５図に

示し，波高の最大値と最小値の時間変化を第３．１－６図に

示す。  
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第３．１―５図  溢水量の時間変化グラフ

第３．１－６図  波高の最大値及び最小値の時間変化

最大波高
2.51m

最小波高
2.53m
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３．２  速度ポテンシャル理論の保守性  

三次元解析との比較において，速度ポテンシャル理論の

溢水量の結果が約２倍保守的な結果となっている。  

これは流体の乱流挙動や溢流の複雑な非線形現象を考

慮せず，最大波高を算出することで，溢水量が保守的に多

くなるように全ての開口長さ一辺より溢水する条件とし

ていることによるものと考える。  

また，最大波高においても速度ポテンシャル理論による

結果が保守的となっていることも確認できる。  

 

４ . スロッシングにおける今後の評価対応  

本評価においては，繋がった燃料貯蔵プール等を１２種

類の構造体に分割し，速度ポテンシャル理論による溢水量

を算定し，燃料貯蔵プール１体において検証を実施した結

果，速度ポテンシャル理論が保守的であることを確認した。 

また，１２種類の分割により燃料貯蔵プール等の連結部

からのプール水の流動が溢水量への影響が小さいことを確

認した。速度ポテンシャル理論と三次元解析の比較では プ

ール１体での検証であったが，溢水量及び最大波高が保守

的となることを確認した。このため，速度ポテンシャル理

論より算出した燃料貯蔵プール等の全体の溢水量は， 三次

元解析により導出される結果に対しても，同様な保守性を

有するものと考察するが，今後，燃料貯蔵プール等の全体

の連成モデルで三次元解析を実施し，検証を行う。  
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５ . 重大事故等対処への不確かさの影響について  

燃料貯槽プール等の想定事故２においては，地震による

起因を想定して，重大事故等が重畳することを考えている。

これは，蒸発乾固，水素爆発，燃料貯蔵プール等からの小

規模な漏えいが同時発生して対処することとしている。こ

れらの重大事故等対処の優先順位は，対処の制限時間を考

慮して決定している。燃料貯蔵プール等からの小規模な漏

えいへの対処については，制限時間までの猶予が比較的長

いことから，重大事故等対処の優先順位は各建屋での水素

爆発及び蒸発乾固への対処を実施した後，燃料貯蔵プール

等の小規模な漏えいへの対処を実施し，最後に前処理建屋

における蒸発乾固の対処を実施することとしている。  

今回の速度ポテンシャル理論によるスロッシングの溢水

量の評価では，３次元解析と比較した結果，約２倍の溢水

量と保守的であり，燃料貯蔵プール等の水位の低下量を半

分とした場合，小規模漏えいによる水位の低下は，スロッ

シングによる水位の低下後，サイホンブレーカ孔位置まで

低下して停止することが事故条件となる。この場合， 沸騰

までの時間は，約 36 時間から約 37 時間とわずかに延びる

こととなるが，重大事故等対処の優先順位に影響を与える

ものではない。  

 

以  上  





令和元年 12 月 20 日 R2 

補足説明資料 11－８ 





 

補 11-8-1 

燃料貯蔵プール等における沸騰時間の評価について 

 

１．燃料貯蔵プール等の配置およびゲートの運用について 

 燃料貯蔵プール等（燃料仮置きピット，燃料貯蔵プール及び燃料送出し

ピット）およびゲートの配置について，図１に示す。 

 燃料貯蔵プール等に存在するピットゲート及びプールゲート（以下「ゲ

ート」という。）は，万が一プール水が漏えいした際，他の健全なプール，

ピット等を隔離することを目的に設置されている。このため，通常運転時

においてはゲートを設置することはない。 

 しかしながら，有効性評価の沸騰時間の評価おいては，保有水量を厳し

く見積もるため，ゲートを設置した状態を考慮した保有水量とする。 

  

 

図１ 燃料貯蔵プール等のゲート配置図 
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２．１ 評価条件 

 （１）沸騰時間及び蒸発量の算出方法 

  燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能の喪失時から，燃料貯蔵プ

ール沸騰までの時間及び沸騰後の蒸発量について，以下の式で算出する。 

  ａ．沸騰時間 

  ｂ．沸騰後の蒸発量 

  評価に用いる物性値については，表１のとおり設定する。 

表１ 水の物性値 

 

項目 物性値 

 
水密度 at100℃ 958.07 kg/m3 

比熱 at100℃ 4.216 kJ/(kg・K) 

蒸発潜熱 at100℃ 2257 kJ/kg 

 

  

沸騰までの時間[h] ＝ 
水密度[kg/m3]×比熱[kcal/(kg・K)]×保有水量[m3]×温度差[K]（100℃-初期水温） 

崩壊熱量[kcal/h] 

蒸発潜熱[kcal/kg]×水密度[kg/m3] 

蒸発量[m3/h] ＝ 
崩壊熱量[kcal/h] 
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（２）初期水温，初期水位及びスロッシング後の水位について

ａ．初期水温について 

  再処理事業指定申請書に記載のプール水冷却系の設計方針に基づき、

１系列運転時の最高温度である 65℃を設定する。 

ｂ．初期水位について 

  想定事故１及び想定事故２における初期水位は，水位低警報レベルで

ある通常水位－0.05ｍに設定する。 

ｃ．スロッシング後の水位について 

  想定事故２については，設計上定める条件より厳しい条件における外

部事象の「地震」を条件としている。このため，想定事故２はスロッシ

ング発生により水位が低下した後の保有水量により沸騰時間を算出する

必要があることから，スロッシング後の水位である通常水位－0.60ｍに

設定する。 

図３ 初期水位の設定 

使用済燃料集合体 

想定事故１：通常水位―0.05ｍ 

想定事故２：通常水位－0.60ｍ 

サイフォン ブレーカ孔
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 （３）使用済燃料の崩壊熱について 

 使用済燃料貯蔵設備の燃料貯蔵プールは，ＢＷＲ燃料用（１基），ＰＷＲ

燃料用（１基），ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用（１基）の合計３基で構成さ

れている。 

 ＢＷＲ燃料用（１基）はＢＷＲ使用済燃料集合体のみを，ＰＷＲ燃料用

（１基）はＰＷＲ使用済燃料集合体のみを貯蔵できる燃料貯蔵プールとな

っており，ラック容量からＢＷＲ燃料用（１基）は約 1,000ｔ・ＵＰｒのＢ

ＷＲ使用済燃料，ＰＷＲ燃料用（１基）は約 1,000ｔ・ＵＰｒのＰＷＲ使用

済燃料が貯蔵できる容量を有する。 

 燃料貯蔵プール貯蔵容量は 3,000ｔ・ＵＰｒであること，また，ＢＷＲ使

用済燃料集合体及びＰＷＲ使用済燃料集合体の貯蔵容量はそれぞれ 1,500

ｔ・ＵＰｒずつであり，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プー

ル（ＰＷＲ燃料用）で各々1,000ｔ・ＵＰｒ貯蔵できることから，残りのＢ

ＷＲ使用済燃料 500ｔ・ＵＰｒ及びＰＷＲ使用済燃料燃料 500ｔ・ＵＰｒを燃

料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）の貯蔵量として設定し，崩

壊熱量を設定する（表４）。 
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表３ ＢＷＲ燃料，ＰＷＲ燃料の崩壊熱量 

崩壊熱除去設計用燃料仕様 ＰＷＲ燃料 ＢＷＲ燃料 

照射前濃縮度[wt%] 4.5 4.0 

平均濃縮度[MWd/tUPr] 45,000 

比出力[MW/tUPr] 38 26 

評価結果 ＰＷＲ燃料 ＢＷＲ燃料 

１t・UPrあたりの 

崩壊熱量 

[W] 

４年冷却 3,102 2,927 

12 年冷却 1,471 1,488 

  

表４ 各燃料貯蔵プールの貯蔵量及び崩壊熱量の設定 

使用済燃料仕様 燃料貯蔵プール

（BWR 燃料用） 

貯蔵量[t・UPr] 

燃料貯蔵プール

（PWR 燃料用） 

貯蔵量[t・UPr] 

燃料貯蔵プール

（BWR 燃料用及び

PWR 燃料用） 

貯蔵量[t・UPr] 
冷却期間 燃料種別 

４年 
BWR 600  100 

PWR  600 500 

12 年 
BWR 400  400 

PWR  400 0 

合計貯蔵量[t・UPr] 1,000 1,000 1,000 

崩壊熱量[kW] 2,360 2,450 2,440 
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 （４）沸騰時間評価における保有水量の算出について 

  燃料貯蔵プール・ピット等は常時接続された状態であるものの，沸騰

時間がより短くなるよう隣接する燃料移送水路等との水の混合はないも

のとし，燃料貯蔵プールのみの保有水量で評価する。 

  上記に基づき算出した各燃料貯蔵プールの保有水量について表５に示

す。算出にあたっては，各燃料貯蔵プールの水中に存在する内容物（燃

料貯蔵ラック等）の体積を除き算出している。 

表５ 各燃料貯蔵プールの保有水量 

  
燃料貯蔵プール 

（BWR 燃料用） 

燃料貯蔵プール 

（PWR 燃料用） 

燃料貯蔵プール 

（BWR 燃料用及び PWR

燃料用） 

  想定１ 想定２ 想定１ 想定２ 想定１ 想定２ 

① 総水量 3,428 3,272 3,428 3,272 3,428 3,272 

② 内容物体積 1,036 975 971 

①－② 保有水量 2,392 2,228 2,453 2,289 2,457 2,293 

 

 

  

 

燃料移送水路 

燃料貯蔵プール 
（BWR 燃料用） 

燃料貯蔵プール 
（PWR 燃料用） 

燃料貯蔵プール 
（BWR 燃料用 
及び PWR 燃料用） 

燃料送出しピット 
燃料仮置きピット A 
燃料取出しピット A 

燃料仮置きピット B 
燃料取出しピット B 

図３ ゲートを設置した状態における保有水量を評価する範囲 

沸騰時間評価における 
保有水量の評価範囲 
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２．２ 沸騰時間の算出結果 

  ２．１の評価条件から，沸騰時間を算出した。想定事故１及び想定事

故２における沸騰までの時間を表６に示す。 

燃料貯蔵プール 

（BWR 燃料用） 

燃料貯蔵プール 

（PWR 燃料用） 

燃料貯蔵プール 

（BWR 燃料及び 

PWR 燃料用） 

想定１ 想定２ 想定１ 想定２ 想定１ 想定２ 

沸騰までの 

時間[h] 
約 39.8 約 37.0 約 39.3 約 36.6 約 39.5 約 36.9 

  評価の結果，燃料貯蔵プール（PWR 燃料用）が最も厳しい結果となり，

想定事故１で約 39 時間，想定事故２で約 36 時間となる。 

  想定事故１の場合は，代替補給水設備（注水）による注水は 21 時間

30 分後から実施可能である。このため，沸騰時間の約 39 時間に対して

十分時間余裕がある。 

  想定事故２の場合は，他事象との同時発生を考慮することから，代替

補給水設備（注水）による注水は 21 時間 30 分後から実施可能である。

このため，沸騰時間の約 36 時間に対して十分時間余裕がある。 

３．現場作業の成立性に与える影響について 

 現場作業の成立性は有効性評価の一環として，燃料貯蔵プール周辺の雰

囲気温度を評価している。現場作業の成立性の判断基準は 40℃を目安とし

て設定し評価をしている。 

評価の結果，燃料貯蔵プール周辺の温度が 40℃となる時間は約 23 時間

であったのに対し代替補給水設備（注水）による燃料貯蔵プール等への注

水が開始可能な時間は 21 時間 30 分後であることから，作業場所へのアク

セス及び注水は可能である。
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